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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、平成14年３月期及び平成15年３月期については、希薄化効果を有

している潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、( )内は外書きで、臨時雇用者を示しております。 

４ 平成13年５月22日付をもって、所有株式数１株につき、1.2株の割合で分割(無償交付)しており、第32期の

１株当たり当期純利益は、期首に分割が行われたものとして算出しております。 

５ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しておりま

す。 

６ 平成15年11月19日付をもって、所有株式数１株につき、２株の割合で分割(無償交付)しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 20,388,490 21,294,711 24,333,787 28,655,278 28,472,029

経常利益 (千円) 783,300 803,656 1,046,687 1,453,799 1,348,954

当期純利益 (千円) 483,886 411,179 614,015 788,552 854,796

純資産額 (千円) 7,610,689 7,948,222 8,908,376 10,200,414 10,957,845

総資産額 (千円) 15,115,788 14,631,909 17,775,638 17,989,858 17,744,995

１株当たり純資産額 (円) 1,625.96 1,695.08 950.37 1,038.37 1,109.10

１株当たり 
当期純利益

(円) 103.34 84.85 64.36 79.30 85.58

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

(円) ― ― 64.13 78.73 84.94

自己資本比率 (％) 50.3 54.3 50.1 56.7 61.8

自己資本利益率 (％) 6.5 5.3 7.3 8.3 8.1

株価収益率 (倍) 7.98 8.24 14.37 12.47 15.16

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,804,301 256,725 △946,386 1,113,854 1,072,248

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △298,093 △233,954 328,163 231,556 19,530

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △52,808 △1,121,044 1,044,631 △479,100 △1,942,540

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 3,743,998 2,617,583 2,978,974 3,839,161 3,009,788

従業員数 (名) 248(17) 249(16) 251(12) 265(11) 283(12)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、平成14年３月期及び平成15年３月期については、希薄化効果を有

している潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、( )内は外書きで、臨時雇用者を示しております。 

４ 第33期の１株当たり配当額20円には、東京証券取引所市場第二部上場記念配当６円が含まれております。 

５ 平成13年５月22日付をもって、所有株式数１株につき、1.2株の割合で分割(無償交付)しており、第32期の

１株当たり当期純利益は、期首に分割が行われたものとして算出しております。 

６ 平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しておりま

す。 

７ 平成15年11月19日付をもって、所有株式数１株につき、２株の割合で分割(無償交付)しております。 

８ 第35期の１株当たり配当額18円には、東京証券取引所市場第一部指定記念配当６円が含まれております。 

９ 第36期の１株当たり配当額18円には、創立35周年記念配当４円が含まれております。 

  

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 19,283,359 20,873,355 23,859,706 27,590,970 27,782,994

経常利益 (千円) 887,351 824,854 965,429 1,599,634 1,289,451

当期純利益 (千円) 543,707 470,465 539,387 971,277 803,349

資本金 (千円) 904,620 904,620 904,620 1,137,494 1,153,161

発行済株式総数 (株) 4,690,200 4,690,200 9,380,400 9,828,600 9,886,200

純資産額 (千円) 7,424,181 7,824,990 8,715,880 10,190,795 10,884,876

総資産額 (千円) 14,424,300 14,012,735 16,976,043 17,502,327 17,571,233

１株当たり純資産額 (円) 1,586.12 1,668.76 929.81 1,037.39 1,101.70

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)
12.00

(―)

20.00

(―)

10.00

(―)

18.00

(―)

18.00

(─)

１株当たり 
当期純利益

(円) 116.11 97.52 56.39 98.01 80.34

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

(円) ― ― 56.19 97.31 79.74

自己資本比率 (％) 51.5 55.8 51.3 58.2 61.9

自己資本利益率 (％) 7.7 6.2 6.5 10.3 7.6

株価収益率 (倍) 7.11 7.17 16.40 10.09 16.14

配当性向 (％) 10.3 20.5 17.7 18.5 22.5

従業員数 (名) 224(7) 225(8) 227(11) 240(9) 255(10)



２ 【沿革】 

  
昭和45年９月 インターニックス株式会社を東京都新宿区西新宿に設立し、インターシル社(米国／昭57年ＧＥ社に

買収される。)の国内総代理権(昭和62年に総代理店契約を解消)を獲得し、アナログＩＣ等の輸入販

売を開始。

昭和51年１月 関西地区の顧客をカバーする拠点として、奈良県奈良市(現 大阪市北区)に関西営業所(現 関西支

店)を開設。

昭和52年５月 東京都新宿区西新宿にロジックハウスを開設し、マイコンの店頭販売を開始。

昭和53年８月 ロジックハウスを別会社化することとし、株式会社ロジックハウス(インターニックス株式会社と平

成13年４月に合併)を東京都新宿区西新宿に設立。

昭和54年３月 電子機器等の輸出専門の会社として、インターテック株式会社を東京都新宿区西新宿に設立。

昭和56年３月 北陸四県の顧客をカバーする拠点として、長野県上田市に長野出張所(現 長野営業所)を開設。

昭和56年10月 当社技術力の集積として、初の自社製品(プロフォート101)を開発、販売開始。

昭和57年２月 半導体素子等の検査事業を専門に行う会社として、テスミック株式会社(現 連結子会社)を東京都

新宿区西新宿(現 東京都八王子市大和田町)に設立。

昭和58年３月 取扱商品の品質と信頼性を確保するため、東京都八王子市大和田町に八王子技術センターを開設。

昭和58年６月 中京地区の顧客をカバーする拠点として、愛知県名古屋市中村区に名古屋出張所(現 名古屋営業

所)を開設。

昭和59年10月 九州地区の顧客をカバーする拠点として、福岡県福岡市博多区に福岡出張所(現 福岡営業所)を開

設。

昭和60年11月 自社製品開発の強化を図るため、東京都八王子市大和田町に八王子開発センターを開設。

昭和61年８月 営業拠点として、東京都八王子市大和田町に八王子出張所(現 八王子営業所)を開設。

同 カスタムＩＣ等の設計に当たるため、東京都新宿区西新宿にデザインセンターを開設。

昭和63年８月 営業拠点として、神奈川県厚木市に厚木出張所(現 厚木営業所)を開設。

平成元年６月 貿易貢献企業として、通産大臣表彰を受ける。

平成元年12月 東京都八王子市高倉町に八王子事業所を建設し、八王子技術センター、八王子開発センター、流通

センター、八王子営業所を集約。

平成５年６月 営業拠点として、埼玉県大宮市(現 埼玉県さいたま市)に大宮営業所を開設。

平成８年４月 営業拠点として、京都府京都市下京区に京都営業所を開設。

平成11年３月 グループ内の主力事業に経営資源を集中し得る体制を整えるため、株式会社丹青社にインターテッ

ク株式会社(100％子会社)の全株式を譲渡。

平成12年７月 連結子会社のテスミック株式会社において、ＩＳＯ9002の認証取得。

平成12年８月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成12年10月 連結子会社のテスミック株式会社は、半導体素子等の検査能力の倍増を図るため、埼玉県本庄市に

本庄事業所を建設。

平成13年４月 半導体素子等販売事業において、従来以上に一体となった事業戦略を展開するため、当社とともに

同事業を担っていた連結子会社の株式会社ロジックハウスを当社に吸収合併。

平成13年５月 東京都新宿区西新宿 新宿アイランドタワーに本店を移転。

平成13年11月 連結子会社のテスミック株式会社において、ＩＳＯ14001の認証取得。

平成13年12月 中国を中心とした海外ビジネスを本格展開するため、香港にその拠点として、Internix Hong Kong 

Limited(現 連結子会社)を設立。

平成15年３月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

インターニックス株式会社 八王子事業所において、ＩＳＯ14001の認証取得。

平成15年６月 連結子会社のInternix Hong Kong Limitedは、中国を中心とした海外ビジネスを更に強化するた

め、Internix Hong Kong Limited上海オフィスを開設。

平成16年３月 インターニックス株式会社 本店において、ＩＳＯ14001の認証取得。 

インターニックス株式会社 八王子事業所において、ＩＳＯ9001の認証取得。

平成16年９月 東京証券取引所市場第一部に指定。

同 日本、中国及びＡＳＥＡＮにおいて、複数の開発・生産拠点を有する日系企業に対し、デザイン・

インから納入までの一環したサービスを提供するため、Internix Incorporated Singapore Branch

を設立。

平成17年３月 連結子会社のテスミック株式会社に賃貸していた、八王子の自社ビルを譲渡。

平成18年３月 インターニックス株式会社 本店、八王子事業所において、ＩＳＯ9001：2000の認証取得。 

インターニックス株式会社 本店、八王子事業所及び関西支店において、ＩＳＯ14001：2004の 

認証取得。



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社及び連結子会社のInternix Hong Kong Limited、テスミック株式会社により構

成されており、半導体素子等販売事業と半導体素子等検査事業を事業の柱として位置付けております。 

当企業集団の事業に係わる位置付けは、次のとおりであります。 

なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項（セグ

メント情報）」に揚げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

(半導体素子等販売事業) 

ＩＣを主体とした半導体素子、それらを搭載したボード製品、又はそれらと一緒に使用されるその他

の部品等の仕入販売を行うものとし、当社と連結子会社のInternix Hong Kong Limitedが担当しており

ます。当社は日本国内とシンガポールに拠点を置き、日本国内に加え、ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連

合）における日系企業を中心に販売活動を行っております。また、香港に設立したInternix Hong Kong 

Limitedは、上海にも拠点を置き、中国における日系企業を中心に販売活動を行っております。 

(半導体素子等検査事業) 

ＩＣを主体とした半導体素子等の電気的特性試験、ＲＯＭの書き込みを請け負うものとし、連結子会

社のテスミック株式会社が担当しております。 

  

事業等の系統図は、次のとおりであります。 

  
 

  



４ 【関係会社の状況】 

連結子会社 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社に該当しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ ( )内は外書きで、臨時雇用者を示しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ ( )内は外書きで、臨時雇用者を示しております。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所
資本金 
(千円)

主要な
事業の 
内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容

所有
割合 
(％)

被所有
割合 
(％)

役員の兼任 資金 
援助 
(千円)

営業上 
の取引

設備の
賃貸借当社

役員
当社
従業員

テスミック株式会社
(注)２

埼玉県 
本庄市

330,000
半導体素子等
検査事業

100.0 ― 2 3 320,000
商品の 
検査委託

―

Internix Hong Kong 
Limited
(英迪科技有限公司）

香港
千香港ドル 

1,800
半導体素子等
販売事業

100.0 ― 1 1 ―
商品の 
販売

―

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

半導体素子等販売事業 258(10)

半導体素子等検査事業 25 (2)

合計 283(12)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

255(10) 39.3 10.4 6,282,540



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、当初、景気は踊り場的状況にありましたが、企業部門の好調

さが、雇用・所得環境の改善を通じて家計部門にも波及し、国内景気は両部門に支えられ、踊り場を脱

したとの認識が広がりました。その後も、設備投資や個人消費といった内需と外需とがバランス良く、

底堅い動きを示し、過去の大型景気に比べ勢いは弱いものの、成長を持続してまいりました。  

 当企業集団を取り巻く環境は、景気が踊り場局面に入ったきっかけでもあった、ＩＴ（情報技術）分

野での在庫調整は昨夏に一巡し、漸く明るい兆しが見られました。しかしながら、携帯電話市場におい

ては、国内需要の停滞感に加え、海外市場で日本の機器メーカーが苦戦を強いられました。また、市場

が拡大するデジタル家電市場においては、製品価格の下落傾向が一段と強まり、販売数量の伸びが売上

げの伸びにつながらないなど、不安材料をなお残しておりました。年度後半に入ると、景気全般の回復

感の広がりと世界的な半導体需要の急拡大を背景に、品薄感が出始め、半導体全般に納期の長期化問題

が生じ、この問題が好調な需要の足を引っ張る形で推移するに至りました。  

 当社の企業集団は、このような状況のもとで、その大部分を占める半導体素子等販売事業において

は、複合複写機市場、ゲーム機器、携帯電話をはじめとする市場に対し、優位性のある製品をもって、

販売活動を積極的に推し進めてまいりました。その結果、これらの市場向け製品では、計画を上回る成

果を収めることができましたが、もう一つの柱である同検査事業においては、厳しい対応を余儀なくさ

れました。一方、海外展開については、香港、シンガポールの拠点を軸に、確固たる基盤を整備すべく

努めるとともに、生産移管ビジネスを中心に、着実に実績を積み上げております。特に、華南地区で

は、携帯電話、ＤＶＤ（デジタル多用途ディスク）レコーダ、カーナビゲーションなど、ＡＳＥＡＮで

は、ゲーム機、携帯電話、プロジェクションテレビなどが、売上げに貢献し始めております。その結

果、海外売上高の当連結会計年度の売上高に占める割合は18.3％に達しております。収益面につきまし

ては、デジタル家電向けＩＣ・半導体の販売価格が低下するとともに、粗利率の低い商品の販売が伸び

たことにより、売上総利益率が前期に比べ0.8％下回り、販売費及び一般管理費においては、経費削減

に鋭意に取り組んでまいりましたが、営業部門の人員増、新基幹システムの再構築費用等により、販売

費及び一般管理費比率は0.2％上回り、12.0％となりました。 

この結果、当連結会計期間の業績は、売上高が284億７千２百万円（前連結会計年度比0.6％減）、営

業利益が13億５千７百万円（前連結会計年度比16.5％減）、経常利益が13億４千８百万円（前連結会計

年度比7.2％減）となりました。なお、当期純利益は、前連結会計年度に計上した固定資産売却損など

の特別損失の計上がなかったため、８億５千４百万円(前連結会計年度比8.4％増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（半導体素子等販売事業） 

主な収入源であります、ＩＣ・半導体においては、携帯電話市場やデジタル家電市場に加え、好調

を維持している自動車アクセサリ市場や、ゲーム機器市場、大容量記憶システム装置の電源市場、複

合複写機市場に対して、積極果敢な拡販活動を展開してまいりました。また、売上げ拡大が期待でき

るゲーム機器や外国向け携帯電話に、新規採用された製品が立ち上がってまいりました。更には、カ

ーナビゲーションや輸出用カーラジオ、携帯電話、複合複写機及びコンピュータ周辺機器などの製品

も、好調裡に推移いたしました。しかしながら、プライスダウンの要求は引き続き強く、加えて在庫

調整が終息し、漸く活気を取り戻した感が出始めると同時に、品薄状況が顕著となり、売上げ伸長の

歩みを抑えることとなりました。その結果、当連結会計年度の売上高は244億８百万円（前連結会計

年度比0.4％増）となりました。  

 電子部品においては、複合複写機やデジタルテレビ向けの受動部品は、販売価格の大幅な下落と競

合メーカーとの激しい受注競争に伴い、苦戦を強いられました。その一方で、引き続き、大陸棚調査

などに使用される地震計向けリチウム電池が売上げを大きく伸ばしたほか、航空機内のエンターテイ

メント設備に搭載される電源モジュールも、当該設備のエコノミークラスへの拡大により、売上げを



伸ばすことができました。その結果、当連結会計年度の売上高は20億５千万円（前連結会計年度比

7.3％増）を計上することができました。  

 電子機器においては、医療機器用向けをはじめとする電源製品が好調裡に推移したものの、半導体

製造関連製品や自動車関連向け製品の一部が製造中止となったことや、特定顧客先向けコンピュータ

関連システム製品が、当該顧客先のシステム変更により終了となりました。その結果、当連結会計年

度の売上高は15億２千８百万円（前連結会計年度比15.6％減）となりました。 

 この結果、同事業の当連結会計年度の売上高は279億８千７百万円（前連結会計年度比0.2％減）、

営業利益は13億５千６百万円（前連結会計年度比11.0％減）となりました。 

  

（半導体素子等検査事業） 

半導体素子等検査事業においては、子会社のテスミック株式会社が担当していますが、携帯電話向

けＩＣの比率が高いこともあり、前年度後半から始まった国内携帯電話市場の低迷が大きく影響いた

しました。また、受注拡大のために注力したゲーム機器向けＩＣも生産調整に見舞われるなど、厳し

い対応に追われました。年度後半には、新規ビジネスも新たに立ち上がりを見せ始め、受託数量も好

転しつつありました。 

 この結果、同事業の当連結会計年度の売上高は４億８千４百万円（前連結会計年度比22.0％減）、

営業利益は１百万円（前連結会計年度比98.2％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は10億７千２百万円（前連結会計年度：11

億１千３百万円）であります。  

 これは主として、税金等調整前当期純利益が14億１千１百万円（前連結会計年度比 8.9％増）とな

り、第４四半期の売上高が前年同期比５億７千万円増加したことにより売上債権が２億３千８百万円

増加（前連結会計年度：３千７百万円の減少）、未収入金が２億６千５百万円増加（前連結会計年

度：５千９百万円の増加）、仕入債務が８億７千９百万円増加（前連結会計年度：４億８千９百万円

の減少）したためであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は１千９百万円（前連結会計年度：２億３

千１百万円）であります。  

 これは主として、投資有価証券の売却による収入７千４百万円（前連結会計年度：３千２百万円の

収入）、ソフトウェアの取得による支出７千３百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度は△19億４千２百万円（前連結会計年度：

△４億７千９百万円）であります。  

 これは主として、短期借入金を９億２千５百万円、長期借入金を８億７千２百万円返済したことと

配当金１億７千６百万円の支払によるものであります。 

  

これにより、現金及び現金同等物の期末残高は、現金及び現金同等物に係る換算差額２千１百万円

を加味し、前連結会計年度末から８億２千９百万円減少し、30億９百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記金額は製造原価によっております。 

  

(2) 商品仕入実績 

  

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記金額は仕入価格によっております。 

  

区分

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

金額(千円) 前年同期比(％)

半導体素子等販売事業

 ＩＣ・半導体 ─ ─

 電子部品 ─ ─

 電子機器 221,661 93.2

計 221,661 93.2

半導体素子等検査事業 ─ ─

計 221,661 93.2

区分

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

金額(千円) 前年同期比(％)

半導体素子等販売事業

 ＩＣ・半導体 20,471,803 102.6

 電子部品 1,525,422 109.4

 電子機器 1,120,733 90.2

計 23,117,960 102.4

半導体素子等検査事業 ─ ─

計 23,117,960 102.4



(3) 受注状況 

  

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 受注高には、受注取消、変更、為替レートの変動による調整額を含んでおります。 

３ 半導体素子等検査事業では、検査業務受託後直ちに当該検査のうえ納入しており、受注実績と販売実績とは

合致しておりますので、同事業の受注高及び受注残高の記載を省略しております。 

  

(4) 販売実績 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

区分

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

受注高 受注残高

金額
(千円)

前年同期比
(％)

金額
(千円)

前年同期比
(％)

半導体素子等販売事業

 ＩＣ・半導体 25,697,612 110.2 4,910,703 135.6

 電子部品 2,220,918 120.8 532,735 147.1

 電子機器 1,404,582 79.0 349,861 73.8

計 29,323,114 108.9 5,793,299 130.0

半導体素子等検査事業 484,623 78.0 ─ ─

計 29,807,737 108.2 5,793,299 130.0

区分

当連結会計年度
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

金額(千円) 前年同期比(％)

半導体素子等販売事業

 ＩＣ・半導体 24,408,465 100.4

 電子部品 2,050,393 107.3

 電子機器 1,528,546 84.4

計 27,987,405 99.8

半導体素子等検査事業 484,623 78.0

計 28,472,029 99.4



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しについては、景気が昨夏に踊り場を脱して以来、緩やかに上向きに転じておりますもの

の、原油価格の再高騰や、海外経済の減速による輸出へのマイナスの影響など、外的リスクを抱えている

のも事実であります。しかしながら、当面は国内の民間需要主導で、息の長い景気回復が着実な状況にな

ったとの見方が広がっており、回復の持続力が試される局面に入っていくものと思われます。 

  一方、当企業集団を取り巻く環境も、半導体需要が通信・デジタル家電などの市場で活況を呈してきて

おり、明るい材料が散見されますが、依然として一部製品に品薄感が根強く、世界的な需要の高まりによ

る物不足が、今後の大きな懸念材料になることも予想されます。 

 このような環境のもと、当企業集団は、売上げの大半を占める半導体素子等販売事業においては、好況

な市況環境を迎え、更なる業容拡大を図る絶好のチャンスと位置付けております。しかしながら、需要逼

迫による納期問題の発生や、引き続きプライスダウンの要求が、特に量産向け部品において強まることが

予想されるため、これらの問題を念頭に置き、次に掲げる諸施策を講じてまいりたいと存じます。  

①海外展開については、香港、上海及びシンガポールにその拠点を置いて営業活動をしておりますが、日

系企業の現地技術者による製品の開発・設計を始めるケースも出始めております。これらの動きに対処

すべく、現地におけるデザイン・イン活動、プロジェクト開拓、ユーザー開拓及び技術サポート体制の

強化・整備に努力するとともに、必要な人材の確保に鋭意取り組むこと。 

②強みであるアナログＩＣの売上げを伸ばすことはもちろんのこと、付加価値の高い高速演算ＩＣや通信

用ＩＣ、画像処理用ＩＣといった特殊なデジタルＩＣの販売強化に、なお一層注力すること。 

③デジタル家電向けの製品販売では、成長が著しい反面、製品寿命が短く、市場価格の下落も激しいため

に安定した利益の確保が難しくなってきております。そのため、付加価値の高い製品を販売し、利益率

の確保に努めること。特に、機能をより高めた高級機種向けへの拡販努力に加え、一般産業機器や組み

込み機器市場、エレクトロニクス化の高まりに伴い、今後大きな伸びが期待され、かつ安定した収益が

見込まれる自動車、エンターテイメント市場向けに、一段と努力を傾注すること。 

④ＩＴ（情報技術）の進化により、ユビキタス社会の出現やワイヤレスランを中心とした近距離通信な

ど、さまざまな新市場が生み出されております。携帯電話から家庭内にあるデジタル家電機器を制御す

る技術や、それらの機器を高速で接続するＵＷＢ（超広帯域無線）、光通信技術及び電力線を利用した

家庭内ネットワーク技術などが注目されています。この様な市場への売込みを強化すると共に、今後、

これらの分野における最新技術をいち早く習得し、適した製品の一層の発掘に積極果敢に取り組むこ

と。 

⑤代理店政策を再構築するなど、ＧＰＳＰ（General Purpose Standard Productsの略／多品種少量販

売）ビジネスの更なる強化を図り、利益率の確保に努めること。 

⑥ＩＴ（情報技術）インフラの急速な進歩や、市場全体のグローバル化に伴う取引形態・物流の多様化に

対応するため、新基幹システムの再構築に着手しております。また、顧客先の求める高い品質レベルに

対応するための品質管理システムの整備、更には営業部門への人材投入など販売力の強化に努め、将来

の基盤強化に向けての諸施策を着実に実行し続けること。 

⑦当企業集団におけるもう一つの柱である半導体素子等検査事業においては、安定した受注を獲得し、売

上げ拡大を図るため、営業力の強化を一段と推し進めるとともに、主要顧客先の深耕、新規市場、新規

顧客先の開拓などを多面的に展開し、また、生産性の向上を目指し、種々取り組んでおりますが、なお

一層の体質強化を図るべく、品質管理体制の強化やテスト業務の効率化などに積極的に取り組むこと。

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社の企業集団が判断したものであ

ります。 

(1)半導体業界の需要動向による影響について 

当社の企業集団は、半導体素子等販売事業と半導体素子等検査事業を事業の柱としておりますが、そ

の大半を占める半導体素子等販売事業は、ＩＣを主体とした半導体素子を中心に、それらを搭載したボ

ード製品又はそれらと一緒に使用されるその他の電子部品等を取り扱っております。同事業に占めるＩ

Ｃ・半導体の売上高の割合は、それぞれ平成16年３月期が86.5％、平成17年３月期が86.7％、平成18年

3月期が87.2％となっております。従って、当社の企業集団における業績は、半導体業界特有の「シリ

コンサイクル」（メモリＩＣ［ＤＲＡＭ］の世代交代とともに半導体業界に訪れると言われる景気の

波）と言われる半導体の需要動向の影響を受ける可能性があります。  

 当社は、ＩＣ・半導体のうち約８割はアナログＩＣ（リニアＩＣとミックスト・シグナルＩＣ）で、

価格及び需給の変動が著しいＤＲＡＭなどはほとんど取り扱っていないため、その影響は比較的軽微で

はありますが、この需要動向の影響を完全に回避することができず、半導体業界の需要動向が業績の変

動要因となり、その影響を受けることがあります。 

  

(2)為替変動の影響について 

当社の企業集団における事業の柱の一つである半導体素子等販売事業は、米国を中心とした海外メー

カーからＩＣ・半導体等の商品を輸入販売を主としているため、為替相場の変動が業績の変動要因とな

り、その影響を受けることがあります。仕入高に占める輸入仕入高の割合は、それぞれ平成16年３月期

が59.4％、平成17年３月期は60.7％、平成18年3月期は54.9％であり、その輸入仕入高に占める外貨建

の割合は、それぞれ平成16年３月期が74.3％、平成17年３月期は74.1％、平成18年3月期は76.0％とな

っております。  

 当社は、業績の安定を図るため、為替相場の変動に伴い、海外仕入先との仕入価格の改定並びに国内

顧客先との販売価格の改定等の交渉を行うほか、大口商談においては、国内顧客先とのドル建取引、ド

ルリンク取引、海外仕入先との円建取引などを行っております。また、外貨建資産・負債のバランスを

図りながら、為替相場の変動リスクを最小限に抑えるべく努めております。しかしながら、円高に進行

すると、通常の取引においてはその恩恵を受けることができますが、外貨建資産においては為替差損が

発生いたします。一方、円安に進行すると、その反対の影響を受けることになります。  

 その結果、平成16年３月期が１億４百万円、平成17年３月期が４千５百万円の為替差損、平成18年３

月期が２千１百万円の為替差益を計上しております。  

 なお、当社の企業集団における為替相場の変動による影響は、そのほとんどが当社単体であるため、

上記の比率及び金額は当社単体ベースによっております。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度における事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

（半導体素子等販売事業） 

当社の技術開発部において行っており、当連結会計年度の研究開発費の総額は68,632千円で、主な成

果は次のとおりであります。 

  

 
  

(半導体素子等検査事業) 

該当事項はありません。 

研究開発課題 成果 内容（新規性・優位性）

高グラフィック機
能付き組み込みユ
ニット製品の開発

アクセル社グラフィックデバイス
AX51902を使用したコストパフォ
ーマンスの高い組み込みユニット
の開発

アクセル社AX910502を使用したコントロールボード
は、画像データをリアルタイムに圧縮伸張する機能（Ｒ
Ｓ１）で、低メモリ容量が図られています。ＣＰＵに
は、組み込み業界スタンダード、また、最速クロックの
ＳＨ４Ａを採用し、ハイエンドアプリへの対応が可能と
なります。

AX51902に対応したグラフィッ
ク・ユーザ・インターフェースツ
ールの開発

グラフィック画面開発を行うＧＵＩ開発ツールは、
EMB-AG9ボードとのコンパティビリティ性を考慮して、
キャプチャー、アニメーション機能等があり、画面開発
の工数を低減できる特長があります。

AX51902の圧縮伸張ＲＳ２フォー
マット変換ツールの開発

本ボード上で使用するコンテンツのＡＶＩフォーマッ
トを圧縮伸張機能（ＲＳ１）へ容易に変換することがで
き、ユーザサイドで容易に作成、使用することが可能と
なります。

組み込みボード
「EMB-SH27LT」の
JavaOS対応製品の
開発

組み込みユニット  
ＧＵＩ開発ツールへの対応とＴＤ
Ｕ新製品への対応  
 

本製品は、組み込みローコスト組み込みボード「ＥＭ
Ｂシリーズ製品」とタッチディプレイユニットのコント
ローラとして考慮した設計です。

タッチディスプレ
イユニット[ＴＤ
Ｕシリーズ]後継
機種製品の開発

組み込み向けJavaの移植完了 ＯＳは、組み込みuITRONで対応していますが、組み込
み機器向けに高いポータビリティに優れているJavaOSの
移植を完了致しました。本ボードは、組み込みJavaOSの
プラットフォームとして対応可能のため、Javaアプリケ
ーションが対応出来ることから、他社製品にはない組み
込みボードとなります。

リアルタイム動画
対応情報端末製品
の開発

動画再生技術であるＨ２６４デコ
ード技術のソフトウェア評価を継
続中

インターネットによる動画コンテンツの接続方法とし
て注目されているＨ２６４デコードを、ＭＡＰ（メディ
ア・アクセス・プロセッサ）上でソフトウェア高速処理
することにより実現可能となります。 
 ソフトウェア処理であるため、サーバからの動画配信
フォーマットに柔軟に対応でき、ＭＰＥＧ４、ＭＰＥＧ
２の高機能動画端末機能が実現できます。Ｈ２６４デコ
ード機能の評価の研究評価を継続しています。



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の企業集団の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成されております。 

この連結財務諸表の作成にあたり、当社の企業集団が採用している当連結会計年度末における資産、

負債の金額、及び当連結会計年度における収益、費用の金額に影響を与える重要な会計方針及び各種引

当金等の見積り方法（計上基準）につきましては、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （１）

連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

当連結会計年度の売上高は284億７千２百万円と、前連結会計年度に比べて0.6％減少いたしまし

た。半導体素子等販売事業は、複合複写機市場、ゲーム機器、携帯電話をはじめとする市場に対

し、優位性のある製品をもって販売活動を積極的に推し進めてまいりましたが、0.2％減少の279億

８千７百万円となりました。また、半導体素子等検査事業は、国内携帯電話市場の低迷が大きく影

響し、22.0％減少の４億８千４百万円となりました。 

②売上総利益 

当連結会計年度の売上総利益は47億６千４百万円と、前連結会計年度に比べて２億４千７百万円

減少し、売上総利益率は0.8％減少の16.7％となりました。売上総利益率の低下は、主にデジタル

家電向けのＩＣ・半導体の販売価格が低下するとともに、粗利率の低い商品の販売が伸びたことに

よるものであります。 

③販売費及び一般管理費 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は34億６百万円と、前連結会計年度に比べて２千１百万

円増加いたしました。これは営業部門の人員増、新基幹システムの再構築費用等により、販売費及

び一般管理費の削減効果を上回る費用が発生したことによるものであります。販売費及び一般管理

費比率は0.2％増加し、12.0％となりました。 

④営業利益 

当連結会計年度の営業利益は13億５千７百万円と、前連結会計年度に比べて２億６千８百万円

（△16.5％）減少いたしました。営業利益率は1.0％減少し、4.7％となりました。 

⑤営業外損益 

当連結会計年度の営業外損益は８百万円（営業外費用）と、前連結会計年度に比べて１億６千７

百万円費用が減少いたしました。これは当連結会計年度は為替差益１千９百万円に対し、前連結会

計年度は為替差損４千４百万円を計上したことと、新株発行費用や東京証券取引所市場第一部指定

替え関連費用等がなくなったことによるものです。 

⑥経常利益 

以上の結果、当連結会計年度の経常利益は13億４千８百万円と、前連結会計年度に比べて１億４

百万円（△7.2％）減少いたしました。 

⑦特別損益 

当連結会計年度の特別損益は６千２万円（特別利益）と、前連結会計年度に比べて１億６千８百

万円特別損失が減少し、５千１百万円特別利益が増加いたしました。これは、当連結会計年度に投

資有価証券を一部売却したことにより投資有価証券売却益を６千４万円を計上したことと、前連結

会計年度に計上された半導体素子等検査事業が本庄に集約された後、有効利用されていなかった八

王子の大和田ビル（土地・建物）の売却損１億３百万円及びシステム開発方針の変更に伴う開発済

みソフトウエア等の廃棄コスト４千８百万円がなくなったことによるものであります。 



⑧税金等調整前当期純利益 

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は14億１千１百万円と、前連結会計年度に比べて１億

１千４百万円（8.9％）増加いたしました。 

⑨当期純利益 

以上より、当連結会計年度の当期純利益は８億５千４万円と、前連結会計年度に比べて６千６百

万円（8.4％）増加いたしました。 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリス

ク」に記載しておりますのでご参照下さい。 

(4) 経営戦略の現状と見通し 

昨年夏以降、半導体をはじめとするエレクトロニクス業界では、世界的な携帯電話や薄型デジタルテ

レビ、あるいは携帯型音楽プレーヤーの強い需要に支えられて、半導体や電子部品の需給バランスが崩

れ、全般的に長納期化の様相を呈してまいりました。デジタル家電製品の市場価格の大幅下落や原油価

格の高騰などのマイナス要素はあるものの、エレクトロニクス産業界の投資意欲は旺盛であり、６月に

開催されるワールドカップとも相まって、少なくとも夏までは、強含みで推移するものと思われます。

また、ブロードバンド通信はさらに進化し、いろいろな形で発展してきており、今後も、ユビキタス社

会の担い手として重要な役割を果たすものと思われます。  

 当社における主要収入源でありますＩＣ・半導体部門においては、供給が逼迫している上半期は好調

に推移すると思われますが、下半期は不透明感が残り、また、家電及びそれに準じる製品の市場価格下

落が続き、そのため、利益面での厳しさは否めないと予想されます。 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フロー 

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 （２）キャッシュ・フローの状況」に記載しておりま

すのでご参照下さい。 

②財政状態の分析 

当連結会計年度の総資産は177億４千４百万円であり、前連結会計年度末に比べ２億４千４百万

円減少しました。このうち、流動資産は３億６千５百万円減少の147億８千５百万円、固定資産は

１億２千万円増加の29億５千９百万円でした。現金及び預金が８億８千１百万円減少したにもかか

わらず、流動資産の減少が３億６千５百万円にとどまりましたのは、第４四半期の売上増加に伴

う、受取手形及び売掛金や未収入金の増加によるものです。固定資産の増加の多くは、新基幹シス

テムの再構築のために購入したソフトウェアによるものであります。  

 総負債は67億８千７百万円であり、前連結会計年度末に比べ10億２百万円減少しました。これ

は、買掛金が９億１千７百万円増加する一方、借入金を17億９千７百万円削減したことによるもの

であります。  

 株主資本は、109億５千７百万円であり、前連結会計年度末に比べ７億５千７百万円増加しまし

た。この増加は、ストックオプションの行使に伴う新株式発行による資本金及び資本剰余金の増加

３千１百万円、当期純利益等による利益剰余金の増加６億６千３百万円及びその他有価証券評価差

額金の増加５千万円によるものであります。これにより、自己資本比率は61.8%と、前連結会計年

度末に比べ5.1％増加しました。 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」に記載

しておりますのでご参照下さい。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資の総額は111,637千円であり、有形固定資産のほか、ソフトウエア等の無形

固定資産の投資額を含んでおります。 

なお、設備投資の金額の記載には、消費税等は含まれておりません。 

当連結会計年度における事業の種類別セグメントの設備投資について示すと、次のとおりであります。

  

(半導体素子等販売事業) 

当事業においては、新基幹システムの再構築を進めており、サーバー、ソフトウエア等への投資と、

八王子事業所の空調設備の入れ替え、顧客サービスとしてのデバイスの評価・測定等の各種機器及び情

報機器・ＯＡ機器を導入し、これに伴う設備投資金額は105,077千円であります。  

 なお、重要な設備の除却、売却等については、該当事項はありません。 

  

(半導体素子等検査事業) 

当事業においては、工場内クリーン化整備のための空気清浄機の導入、ＲＯＭライターの増設によ

り、これに伴う設備投資金額は6,560千円であります。  

 なお、重要な設備の除却、売却等については、該当事項はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
  

(2) 国内子会社 

平成17年12月31日現在 

 
  

(3) 在外子会社 

金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の( )内は外書きで、臨時雇用者を示しております。 

３ 本社、支店及び営業所などの事務所については、賃借しております。 

４ リース契約による主要な賃借設備は次のとおりであります。 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)土地

(面積㎡)
建物

工具、器具
及び備品

合計

本社
(東京都新宿区)

(注)３

半導体素子等
販売事業

事務所他
16,000
(1,303)

16,440 21,432 53,873 115(3)

八王子事業所 
(東京都八王子市)

半導体素子等
販売事業

事務所及び 
物流

303,500
(1,195)

342,275 39,129 684,904 83(6)

関西支店
(大阪府大阪市北区)

(注)３

半導体素子等
販売事業

事務所 ─ 206 224 431 22(0)

その他営業所６ヵ所
(注)３

半導体素子等
販売事業

事務所 ─ 1,321 644 1,965 35(1)

合計
319,500
(2,498)

360,243 61,431 741,174 255(10)

事業所名 
(所在地)

セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)土地

(面積㎡)
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具、器具
及び備品

合計

テスミック株式会社
(埼玉県本庄市)

半導体素子 
等検査事業

事務所 
及び 
検査工場

126,114
(3,258.15)

167,381 163,137 8,386 465,019 25(2)

合計
126,114
(3,258.15)

167,381 163,137 8,386 465,019 25(2)

事業所名 
(所在地)

セグメント 
の名称

設備の
内容

期間
年間
リース料 
(千円)

リース
契約残高 
(千円)

備考

テスミック株式会社 
(埼玉県本庄市)

半導体素子等 
検査事業

テスト 
設備６台

５年 78,413 193,701
所有権移転外 
ファイナンス・リース



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) １ 建物の投資予定金額は未定のため、土地の投資予定金額のみを記載しております。 

２ 完成後の増加能力については算定が困難なため、記載を省略しております。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメント 
の名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

インタ

ーニッ

クス株

式会社

本社 

(東京都新宿

区)

半導体素子等 

販売事業

新基幹シス

テム構築
285,000 73,000 自己資金 18年２月 18年８月 (注)２

テスミ

ック株

式会社

本社 

(埼玉県本庄

市)

半導体素子等 

検査事業

土地・建物
40,000 

(注)１
―

提出会社からの 

借入金
未定 未定 (注)２

テスト設備 107,000 ―
提出会社からの  

借入金
18年６月 18年９月 (注)２



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に

基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 9,886,200 9,887,200
東京証券取引所
市場第一部

―

計 9,886,200 9,887,200 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行(平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づく新株予約権の行使による場合並びに「商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第128

号)」による施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。)又は自己株式

の処分を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。なお、算式中の「１株当たりの時価」とは、調整後払込金額を適用する

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の最終価格の平均値の金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ま

た、「既発行株式数」とは、発行済株式の総数から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式

の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。 
  

 
３ 平成15年11月19日付の１株につき２株の割合による株式の分割に伴い、新株予約権の数及び目的となる株式

の数等については、所定の算式に基づき調整しております。 

４ 新株予約権の数及び目的となる株式の数については、権利行使をした者のほか、退職により権利を喪失した

者の新株予約権の数及び目的となる株式の数を減じております。 

株主総会の特別決議日(平成14年６月25日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) 236(注)１ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 23,600 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり400 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年９月14日から
平成21年９月13日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格    400
資本組入額   200

同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社、当社の子会社並びに当社の関
連会社の取締役、監査役又は使用
人その他これに準ずる地位にある
ことを要する。ただし、任期満了
による退任、定年退職その他これ
に準ずる正当な理由のある場合(死
亡の場合を除く。)はこの限りでな
い。 
 新株予約権の割当を受けた者
が、行使期間内に死亡したとき
は、死亡時から１年以内(行使期間
中に限る。)に限り、その相続人に
よる新株予約権の行使を認める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

同左

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後 
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行(平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づく新株予約権の行使による場合並びに「商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第128

号)」による施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。)又は自己株式

の処分を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。なお、算式中の「１株当たりの時価」とは、調整後払込金額を適用する

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値の金額とし、１円未満の端数は切り上げる。また、

「既発行株式数」とは、発行済株式の総数から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処

分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。 
  

 
３ 平成15年11月19日付の１株につき２株の割合による株式の分割に伴い、新株予約権の数及び目的となる株式

の数等については、所定の算式に基づき調整しております。 

４ 新株予約権の数及び目的となる株式の数については、権利行使をした者のほか、退職により権利を喪失した

者の新株予約権の数及び目的となる株式の数を減じております。 

株主総会の特別決議日(平成15年６月25日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) 508(注)１ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 50,800 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり750 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年９月12日から
平成22年９月11日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格    750
資本組入額   375

同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社、当社の子会社並びに当社の関
連会社の取締役、監査役又は使用
人その他これに準ずる地位にある
ことを要する。ただし、任期満了
による退任、定年退職その他これ
に準ずる正当な理由のある場合(死
亡の場合を除く。)はこの限りでな
い。 
 新株予約権の割当を受けた者
が、行使期間内に死亡したとき
は、死亡時から１年以内(行使期間
中に限る。)に限り、その相続人に
よる新株予約権の行使を認める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

同左

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後 
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行(平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づく新株予約権の行使による場合並びに「商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第128

号)」による施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。)又は自己株式

の処分を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。なお、算式中の「１株当たりの時価」とは、調整後払込金額を適用する

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値の金額とし、１円未満の端数は切り上げる。また、

「既発行株式数」とは、発行済株式の総数から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処

分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する株式数」に読み替えるものとする。 
  

 
３ 新株予約権の数及び目的となる株式の数については、発行予定数から、退職により権利を喪失した者の新株

予約権の数及び目的となる株式の数を減じております。 

株主総会の特別決議日(平成16年６月22日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) 625 (注)１ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 62,500 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,126 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年９月14日から
平成23年９月13日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格   1,126
資本組入額   563

同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社、当社の子会社並びに当社の関
連会社の取締役、監査役又は使用
人その他これに準ずる地位にある
ことを要する。ただし、任期満了
による退任、定年退職その他これ
に準ずる正当な理由のある場合(死
亡の場合を除く。)はこの限りでな
い。 
 新株予約権の割当を受けた者
が、行使期間内に死亡したとき
は、死亡時から１年以内(行使期間
中に限る。)に限り、その相続人に
よる新株予約権の行使を認める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

同左

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後 
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

 
  

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行(平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づく新株予約権の行使による場合並びに「商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第128

号)」による施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。)又は自己株式

の処分を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。なお、算式中の「１株当たりの時価」とは、調整後払込金額を適用する

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値の金額とし、１円未満の端数は切り上げる。また、

「既発行株式数」とは、発行済株式の総数から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処

分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、また、「１株当たりの払込金額」を

「１株当たりの処分価額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

  

 
３ 新株予約権の数及び目的となる株式の数については、発行予定数から、退職により権利を喪失した者の新株

予約権の数及び目的となる株式の数を減じております。 

  

株主総会の特別決議日(平成17年６月21日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) 811 (注)１ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 81,100 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり968 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年９月14日から
平成24年９月13日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格    968
資本組入額   484

同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社、当社の子会社並びに当社の関
連会社の取締役、監査役又は使用
人その他これに準ずる地位にある
ことを要する。ただし、任期満了
による退任、定年退職その他これ
に準ずる正当な理由のある場合(死
亡の場合を除く。)はこの限りでな
い。 
 新株予約権の割当を受けた者
が、行使期間内に死亡したとき
は、死亡時から１年以内(行使期間
中に限る。)に限り、その相続人に
よる新株予約権の行使を認める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。

同左

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後 
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



② 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション) 

  

 
(注)１ 株式分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使及び旧商法第

280条ノ19に基づく新株の引受権行使の場合を含まない。)するときは、次の算式により発行価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
２ 平成15年11月19日付の１株につき２株の割合による株式の分割に伴い、新株予約権の目的となる株式の数等

については、所定の算式に基づき調整しております。 

３ 新株予約権の目的となる株式の数については、権利行使をした者のほか、退職により権利を喪失した者の新

株予約権の目的となる株式の数を減じております。 

  

株主総会の特別決議日(平成13年６月27日)

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 17,200 16,200

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり535 (注) 同左

新株予約権の行使期間
平成15年９月14日から
平成18年９月13日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)

発行価格     535
資本組入額    268

同左

新株予約権の行使の条件

 権利行使時においても、当社の
取締役又は使用人であることを要
する。ただし、権利を付与された
者が、当社の子会社又は関連会社
の取締役、監査役又は使用人の地
位を保有している場合は、付与さ
れた権利を行使することができ
る。 
 権利行使期間内に、権利者が死
亡したときは、死亡時から１年以
内に限り、その相続人による権利
行使を認める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 権利の譲渡、質入その他の処分
は認めない。

同左

既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後 
発行価額

＝
調整前 
発行価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注）１ １株を1.2株に分割(無償交付) 

２ １株を２株に分割 (無償交付) 

３ 有償・一般募集 

発行価格      1,119円 

発行価額    1,057.52円 

資本組入額       529円 

４ オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当 

発行価額    1,057.52円 

資本組入額       529円 

割当先      みずほインベスターズ証券株式会社 

５ 新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）による増加であります。 

６ 新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）による増加であります。 

（当事業年度の末日以降の増減） 

７ 新株予約権の行使（旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）により、平成18年４月１日

から平成18年５月31日までの間に、発行済株式総数が1,000株、資本金が268千円及び資本準備金が267千円

増加しております。 

  

  

年月日

発行済株式総数 資本金 資本準備金

増減数
(株)

残高 
(株)

増減額
(千円)

残高
(千円)

増減額 
(千円)

残高 
(千円)

平成13年５月22日 
       (注)１

781,700 4,690,200 ― 904,620 ― 1,087,249

平成15年11月19日 
              (注)２

4,690,200 9,380,400 ― 904,620 ― 1,087,249

平成16年４月29日 
              (注)３

380,000 9,760,400 201,020 1,105,640 200,837 1,288,087

平成16年５月25日 
              (注)４

54,000 9,814,400 28,566 1,134,206 28,540 1,316,627

平成16年４月１日 
～平成17年３月31日 
              (注)５

14,200 9,828,600 3,288 1,137,494 3,282 1,319,909

平成17年４月１日 
～平成18年３月31日 
              (注)６

57,600 9,886,200 15,666 1,153,161 15,646 1,335,556



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式18,944株は、「個人その他」に189単元及び「単元未満株式の状況」に44株含めて記載しておりま

す。 

２ 上記「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が40単元含まれております。 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 44 22 39 36 1 4,092 4,234 ―

所有株式数 
(単元)

0 23,149 1,303 1,207 9,444 588 63,164 98,855 700

所有株式数 
の割合(％)

0.00 23.42 1.32 1.22 9.55 0.60 63.89 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

藤澤義晴 埼玉県所沢市大字山口137－60 1,000,912 10.12

インターニックス従業員持株会 東京都新宿区西新宿六丁目５－１ 511,920 5.18

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８－11 341,100 3.45

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 
（常任代理人：株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

BNY  FOR  GCM  CLIENT   ACCOUNTS(E) ISG
PETERBOROUGH  COURT  133  FLEET  STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内二丁目7－1)

314,300 3.18

岩堀安孝 東京都町田市鶴川一丁目３－11 278,456 2.82

佐藤千秋 埼玉県狭山市柏原3116－147－34－15 255,016 2.58

藤澤親子 埼玉県所沢市大字山口137－60 252,600 2.56

株式会社東邦銀行 福島県福島市大町３－25 252,000 2.55

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１－５ 240,000 2.43

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11－３ 200,900 2.03

計 ― 3,647,204 36.89



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権40個)含ま

れております。 

３ 「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式が44株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式 
（自己保有株式）

18,900
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,866,600
98,666 ―

単元未満株式
普通株式

700
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 9,886,200 ― ―

総株主の議決権 ― 98,666 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
インターニックス株式会社

東京都新宿区西新宿六丁目
５番１号

18,900 ― 18,900 0.19

計 ― 18,900 ― 18,900 0.19



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく、新株予約権の発行による

ストックオプション制度並びに旧商法第280条ノ19の規定に基づく、新株引受権方式によるストックオ

プション制度を採用しております。 

１. 新株予約権の発行によるストックオプション制度の内容は次のとおりであります。 

(平成14年６月25日定時株主総会決議) 

 
  

(平成15年６月25日定時株主総会決議) 

 
  

決議年月日 平成14年６月25日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役２名及び使用人78名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成15年６月25日

付与対象者の区分及び人数(名)  当社取締役４名、執行役員１名、監査役１名及び使用人124名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



(平成16年６月22日定時株主総会決議) 

 
  

(平成17年６月21日定時株主総会決議) 

 
  

２. 新株引受権方式によるストックオプション制度の内容は次のとおりであります。 

(平成13年６月27日定時株主総会決議) 

 
  

決議年月日 平成16年６月22日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役４名、執行役員２名、

監査役１名及び使用人152名並びに当社の子会社の使用人９名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成17年６月21日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役４名、執行役員３名、監査役３名及び 

使用人183名並びに当社の子会社の執行役員１名及び使用人16名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成13年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の使用人49名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、経営基本方針として「会社を取り巻く株主、顧客先、取引先、社員などとバランスよく長期に

わたり共存共栄を図ること」を掲げ、常にそれを念頭に置いており、株主の皆様に対する利益還元も積極

的に行ってまいりたいと存じます。 

 当期の利益配当金につきましては、この基本的な考え方に基づき、当期は明るい要素と不安要素が交錯

するなかで、売上げ利益とも、概ね計画を達成することができました。加えて、昨年の９月14日をもちま

して、創立35周年を無事迎えることができました。これもひとえに株主の皆様の絶大なるご支援の賜物と

深く感謝し、日頃のご支援にお応えするため、普通配当14円に記念配当４円を加えた、前期（18円、うち

記念配当６円）と同額の１株につき18円の配当を実施いたしました。 

 なお、当期の内部留保資金につきましては、財務体質の一層の強化と今後の事業展開に伴う資金需要に

備えたいと存じます。これは将来における事業の拡大や収益力の向上に寄与するものと考えております。

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は、平成15年３月24日より東京証券取引所市場第二部におけるものであり、それ以前は日本

証券業協会におけるものであります。 

  なお、当社株式は平成16年９月１日付をもって、東京証券取引所市場第二部から市場第一部へ指定替えにな

っております。 

２ □印は、株式分割権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 1,900 975
1,670
□975

1,218 1,618

最低(円) 630 575
680
□615

780 891

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,045 1,178 1,368 1,618 1,485 1,325

最低(円) 965 1,022 1,129 1,250 1,180 1,200



５ 【役員の状況】 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 

会長
藤 澤 義 晴 (昭和14年４月21日生)

昭和38年７月 新日本無線株式会社入社

1,000

昭和45年３月 株式会社ファー・イースト・トラ

ベル・センタ(ジャパン)設立 

代表取締役社長

同 日欧貿易株式会社設立、取締役

昭和45年９月 当社設立、 

代表取締役社長 

昭和54年３月 インターテック株式会社設立、代

表取締役社長

昭和57年２月 テスミック株式会社設立、 

代表取締役社長

平成14年２月 テスミック株式会社代表取締役会

長 現在に至る。

平成17年６月 当社代表取締役会長 現在に至

る。

代表取締役 

社長
田 中 信 也 (昭和15年３月２日生)

昭和39年４月 サンケン電気株式会社入社

26

平成５年６月 同社取締役機器本部技術統括部長

平成７年６月 同社常務取締役機器本部副本部長

平成11年５月 サンケントランスフォーマー株式

会社代表取締役社長

平成14年５月 サンケン電気株式会社顧問 

平成15年６月 当社取締役

平成17年６月 当社代表取締役社長 現在に至

る。

平成18年２月 テスミック株式会社代表取締役社

長 現在に至る。

常務取締役 営業本部長 油 井 秀 行 (昭和21年11月20日生)

昭和45年４月 真空理工株式会社入社

54

昭和47年６月 宝工業株式会社入社

昭和52年９月 当社入社

平成８年７月 当社マーケティング１部長

平成９年６月 当社取締役マーケティング１部長

平成14年３月 当社常務取締役営業本部長兼マー

ケティング１部長

平成15年４月

平成16年３月

当社常務取締役営業本部長 現在

に至る。

Internix Hong Kong Limited会長 

現在に至る。

取締役 上 谷 達 也 (昭和15年４月12日生)

昭和38年４月 東京芝浦電気株式会社(現株式会

社東芝)入社

2

昭和59年３月 富士ゼロックス株式会社入社

昭和63年１月 同社取締役

平成７年５月 同社取締役兼ＦＸ PaloAlto Labo 

ratory,Inc.Chairman ＆ＣＥＯ

平成８年１月 同社常務取締役兼ＦＸ PaloAlto 

Laboratory,Inc.Chairman ＆ＣＥ

Ｏ

平成11年３月 同社常務執行役員兼富士ゼロック

ス情報システム株式会社代表取締

役社長

平成14年６月 同社顧問兼富士ゼロックス情報シ

ステム株式会社代表取締役社長

平成14年９月 同社顧問兼富士ゼロックス情報シ

ステム株式会社常勤顧問 

平成15年６月 

平成16年４月

当社取締役 現在に至る。

同社顧問(平成17年３月退任）

平成16年６月 

 

平成16年10月 

 

イーストラテジー株式会社監査役 

現在に至る。 

ラザマイクロエレクトロニクスジ

ャパン代表 現在に至る。



 
(注) １ 取締役上谷達也及び猪原満也の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役長澤伸一及び米永栄一郎の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 猪 原 満 也 （昭和15年8月19日生）

昭和38年４月 日本ＮＣＲ株式会社入社

0

昭和42年10月 ＮＣＲCorporation入社

平成７年12月 同社コンピュータシステムグルー

プJapan Marketing Director

平成11年３月 日本ＮＣＲ株式会社（産業システ

ム営業本部）に執行役員として出

向

平成12年３月 同社データウェアハウス事業本部 

Vice President

平成16年１月 Global Business Relations代表 

現在に至る。

平成17年６月 当社取締役 現在に至る。

常勤監査役 根 本 正 康 (昭和13年９月17日生)

昭和38年４月 富士電気化学株式会社入社

3

平成５年８月 同社総務部長

平成５年10月 同社理事

平成９年８月 同社経営企画本部長代理

平成11年９月 同社退社

平成12年12月 当社入社 

当社総務部人財開発室長

平成13年６月 当社常勤監査役 現在に至る。

監査役 長 澤 伸 一 (昭和27年４月４日生)

昭和50年４月 薄衣佐吉事務所入所

2

昭和53年９月 公認会計士登録

同 長澤伸一事務所設立、所長 現在

に至る。

昭和54年３月 税理士登録

昭和56年10月 当社監査役 現在に至る。

監査役 米 永 栄 一 郎 （昭和14年6月20日生）

昭和38年４月 株式会社東京銀行入行

1

昭和63年２月 同行赤坂支店長

平成２年９月 アサヒビール株式会社入社

平成７年３月 同社取締役国際部長

平成７年６月 町田ガス株式会社監査役 現在に 

至る。

平成10年３月 ASAHI BEER EUROPE LTD. 

代表取締役会長

平成12年10月 財団法人アサヒビール学術振興財

団常務理事兼財団法人アサヒビー

ル芸術文化財団常務理事

平成15年３月 

平成16年６月

同社退社 

当社監査役 現在に至る。

1,092



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

グローバル化した経済において、企業間の競争はますます激化の様相を呈しております。このような

中で、当社は、企業運営の健全性や適法性の確保はもちろんのこと、経営の効率性を高め、「いかに競

争力のある、強い企業をつくるか」といった目的のもと、コーポレート・ガバナンスに関し、以下のよ

うに考えております。 

①当社では、設立間もない頃から「幸せの創造」を経営理念に掲げ、利益は社内外の人達が幸せを手

に入れるための手段と考え、手段を選ばず利益のみを追求することを戒めてまいりました。また、

法律を遵守することはもちろんのこと、人間として本来あるべき姿やとるべき行動に照らし、正し

いか否かに基づいて判断し、行動するように指導しております。こうしたことから、短期の浮利を

追うこともなく、企業倫理や社会倫理を尊重する企業風土が浸透しております。 

②会社は、株主、社員、取引先、顧客、社会、自然など、様々なステークホルダーとの利害をどう位

置付けるかを常に意識し、経営を行っていく必要があります。当社は設立当初より「長期共存共

栄」を経営基本方針として掲げ、これらの利害関係者とバランスよく長期にわたり共存共栄を図る

べく、会社経営に当たっております。今後とも、企業の健全性及び透明性の確保並びに企業（株

主）価値の向上に努めるとともに、市民、地域及び社会に貢献し、社会的責任（ＣＳＲ）を果たし

ていきます。 

  

(2) 経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

イ．会社の機関の内容 

・当社は、監査役制度を採用しております。 

  なお、平成14年商法改正により「委員会等設置会社」の経営形態の選択が可能になりました

が、当社の規模、経営スタイルを勘案した場合、当面は「監査役制度採用会社」で十分機能す

るものと考えております。しかしながら、今後も会社の実態に則した経営の意思決定システム

の確立や、監督機能の強化といったガバナンスモデルの構築に鋭意取り組んでまいります。 

・現行の取締役の員数は５名で、うち２名は社外取締役であります。この員数は、取締役会で十

分な議論を尽くし、的確かつ迅速な意思決定を行うことが可能であり、事実、取締役会は月１

回の開催のほか、必要に応じて随時開催しており、その機能を十分果たしております。また、

社外取締役は、豊富な経営経験をもとに、経営戦略や経営判断への牽制役又は執行者に対する

監督役として、十分機能を発揮しております。 

  なお、社外取締役の招聘を容易にするため、平成14年６月25日開催の第32期定時株主総会に

おいて、定款に社外取締役の責任限定契約条項を新設し、社外取締役２名それぞれと当社との

間で「責任限定契約」を締結しております。 

・業務執行の決定については、法定の機関である「取締役会」「代表取締役」のほか、業務執行

取締役及び執行役員等で構成される「経営会議」を設置し、取締役会の意思決定機能を補助し

ております。なお、「取締役会」と「経営会議」の役割分担については、「取締役会」はその

有する重要な業務執行の意思決定機能と業務執行の監督機能のうち、監督機能に重きを置くも

のとしております。一方、「経営会議」は原則として月１回開催し、重要な業務執行を審議す

る場として位置付け、会社法等で予定されている取締役会の専決事項については、この「経営

会議」で十分審議のうえ、取締役会に付議しております。また、代表取締役等の専決事項につ

いては、この「経営会議」の審議を参考に、その意思決定に資するものとしております。 

・経営の健全性と透明性をより一層高めるため、取締役会の内部委員会として、取締役及び執行

役員の人選並びに取締役及び執行役員の報酬額につき審議する、指名・報酬諮問コミッティー

と称する任意機関を設置しております。 



・社外取締役の登用とともに、執行役員制度を導入しておりますが、執行役員は業務執行のみに

専念するものとし、取締役、特に社外取締役には、業務執行に対する監督を中心とした役割を

課して、業務執行と監督の分離の明確化に努めております。 

・経営の監視については、社外と社内の取締役数の均衡のもとで、取締役会による業務執行の監

督、監査役及び監査役会による業務執行の監査を中心に行っております。 

  なお、監査役は３名で、うち２名は社外監査役であります。監査役は取締役会に常時出席し

ているほか、常勤監査役は、経営会議など社内の重要会議にも出席するなど、監査機能の充実

に努めております。また、社外監査役の人材確保と、その期待される役割を十分に果たせるよ

うにするため、平成18年６月20日開催の第36期定時株主総会において、定款に社外監査役の責

任限定契約条項を新設し、社外監査役２名それぞれと当社との間で「責任限定契約」を締結し

ております。 

・顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。 

  



（平成18年６月20日現在） 
 

  



ロ．内部統制システムの整備の状況 

・社長直轄の内部監査室が、当社の全部門及び子会社を対象に、業務遂行状況についての監査を

行い、内部統制が有効かつ効率的に機能しているかを常にモニタリングをしております。 

・会社法（平成17年法律第86号）の施行日以降、最初に開催された５月15日の取締役会におい

て、会社法で定める内部統制システムの体制整備に関する決定を行っております。 

ハ．リスク管理体制の整備の状況 

・当社は、経営の健全性を維持すべく、業務遂行に際して生じ得る様々なリスクを洗い出し、リ

スクの予防、発生に対して的確に対処できるよう諸規程を制定し、それによる運用を徹底する

など、リスク管理体制の整備とリスクマネイジメント意識の高揚に努めております。 

ニ．内部監査及び監査役監査の状況 

・内部監査については、社長直轄の内部監査室を設置し、監査役会や会計監査人との連携のも

と、当社各部門及び子会社に対し内部監査を実施して、業務の遵法性等につきチェックを行っ

ております。 

・内部監査室は、事業所、部単位で内部監査を行い、その結果はすべて社長に報告されておりま

す。 

・内部監査の過程で問題点を指摘された部門は、内部監査室に対し改善計画を提出するととも

に、その進捗状況を報告しております。 

・監査役監査については、各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取

締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、重要な

決裁書類等を閲覧し、必要に応じて子会社に対し営業の報告を求め、また、会計監査人から報

告及び説明を受けるなどして、これらの結果を監査役会に報告しております。なお、現在３名

の監査役のうち、２名は社外監査役とし、より公正な監査が実施できる体制にしております。

ホ．会計監査の状況 

・会計監査については、当社は、商法及び証券取引法の規定に基づき、監査法人トーマツと監査

契約を締結しております。当期において、業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係

る補助者の構成については、下記のとおりであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員 福 田 昭 英 

指定社員 業務執行社員 油 谷 成 恒 

   会計監査業務に係る補助者の構成 

     公認会計士 ４名 

     会計士補  ２名 

  



②取締役及び監査役に支払った報酬等の額 

  

 
③監査報酬の内容 

当社の監査人である監査法人トーマツに対する報酬は下記のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務（監査証明業務）に基づく報酬   16,700千円 

上記以外の報酬                               ─千円 

④会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の

概要 

当社の社外取締役２名のうち、上谷達也氏は、当社の仕入先の一つであるラザマイクロエレクト

ロニクス社の日本法人の代表を務めております。その他社外取締役１名及び社外監査役２名と当社

との間には、取引関係その他の利害関係はありません。 

⑤会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

・平成17年４月１日から平成18年３月31日までの１年間において、取締役会は16回、経営会議は12回

開催され、経営上の重要事項について審議し、決定しております。 

・また、当該期間中に監査役会は12回開催され、監査方針及び監査計画並びにその執行状況について

決定し、報告し、協議しております。 

・経営上の重要事項を審議し、決定する機関として、「取締役会」と「経営会議」が存在していまし

たが、改めて「経営会議」の位置付けや役割について、「取締役会」との関係で明確にするととも

に、「経営会議規程」を制定しました。 

・経営の健全性と透明性をより一層高めるため、取締役及び執行役員の報酬等の額並びに取締役及び

執行役員の人選につき審議する任意機関として、取締役会に「指名・報酬諮問コミッティー」と称

する内部委員会を設置し、併せて「指名・報酬諮問コミッティー規程」を制定しました。 

  

区   分

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計

支給 

人員
支給額

支給 

人員
支給額

支給 

人員
支給額

支給 

人員
支給額

支給 

人員
支給額

名 千円 名 千円 名 千円 名 千円 名 千円

株主総会の決
議に基づく報
酬

4 61,855 2 2,010 1 4,980 2 1,380 9 70,225

利益処分によ
る役員賞与

4 12,800 1 800 1 440 2 360 8 14,400

株主総会の決
議に基づく退
職慰労金

1 7,200 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 1 7,200

計 ─ 81,855 ─ 2,810 ─ 5,420 ─ 1,740 ─ 91,825



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第35期事業年度については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結

会計年度及び第35期事業年度並びに平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度及び第36

期事業年度の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

 

 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,891,338 3,009,788

 ２ 受取手形及び売掛金 ※１ 7,201,981 7,462,084

 ３ たな卸資産 2,602,833 2,574,240

 ４ 繰延税金資産 237,825 191,983

 ５ 未収入金 ※1,2 1,178,133 1,443,676

 ６ その他 59,913 128,230

 ７ 貸倒引当金 △20,802 △ 24,462

   流動資産合計 15,151,222 84.2 14,785,541 83.3

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 ※３ 1,150,205 1,175,754

    減価償却累計額 △605,891 544,313 △ 647,401 528,353

  ２ 機械装置及び運搬具 1,029,941 1,030,850

    減価償却累計額 △818,374 211,566 △ 867,712 163,137

  ３ 工具、器具及び備品 647,076 604,211

    減価償却累計額 △587,978 59,098 △ 532,678 71,533

  ４ 土地 ※３ 445,614 445,614

    有形固定資産合計 1,260,593 7.0 1,208,639 6.8

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア ─ 97,637

  ２ その他 13,618 13,618

    無形固定資産合計 13,618 0.1 111,256 0.6

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 1,431,636 1,516,451

  ２ その他 202,279 180,485

  ３ 貸倒引当金 △69,492 △ 57,379

    投資その他の資産合計 1,564,423 8.7 1,639,558 9.3

   固定資産合計 2,838,635 15.8 2,959,453 16.7

   資産合計 17,989,858 100.0 17,744,995 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,825,654 2,742,735

 ２ 短期借入金 1,025,000 100,000

 ３ １年内返済予定の 
   長期借入金

※３ 742,056 373,804

 ４ １年内償還予定の社債 ─ 550,000

 ５ 未払法人税等 299,454 275,781

 ６ その他 772,268 628,480

   流動負債合計 4,664,433 25.9 4,670,801 26.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,050,000 500,000

 ２ 長期借入金 ※３ 1,323,495 819,467

 ３ 繰延税金負債 189,040 205,027

 ４ 退職給付引当金 352,466 383,768

 ５ 役員退職慰労引当金 159,167 156,632

 ６ その他 50,841 51,452

   固定負債合計 3,125,010 17.4 2,116,348 11.9

   負債合計 7,789,443 43.3 6,787,150 38.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,137,494 6.3 1,153,161 6.5

Ⅱ 資本剰余金 1,319,909 7.4 1,335,556 7.5

Ⅲ 利益剰余金 7,078,271 39.4 7,742,094 43.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 689,476 3.8 739,868 4.2

Ⅴ 為替換算調整勘定 △9,506 △0.1 2,397 0.0

Ⅵ 自己株式 ※５ △15,232 △0.1 △ 15,232 △0.1

   資本合計 10,200,414 56.7 10,957,845 61.8

   負債・資本合計 17,989,858 100.0 17,744,995 100.0



② 【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 28,655,278 100.0 28,472,029 100.0

Ⅱ 売上原価 23,643,735 82.5 23,707,756 83.3

   売上総利益 5,011,542 17.5 4,764,272 16.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 3,385,252 11.8 3,406,334 12.0

   営業利益 1,626,290 5.7 1,357,938 4.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,411 4,850

 ２ 受取配当金 9,289 13,674

 ３ 長期保険返戻金 8,017 ─

 ４ 受取保険料 6,024 ─

 ５ 為替差益 ─ 19,992

 ６ その他 9,478 34,221 0.1 23,592 62,109 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 45,925 28,918

 ２ 損害補償金 ─ 14,580

 ３ 証券代行手数料 ─ 10,459

 ４ 為替差損 44,977 ─

 ５ その他 115,809 206,712 0.7 17,135 71,093 0.2

   経常利益 1,453,799 5.1 1,348,954 4.7

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 4,337 1,249

 ２ 固定資産売却益 ※３ 883 ─

 ３ 投資有価証券売却益 9,513 14,733 0.0 64,847 66,097 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※４ 103,392 298

 ２ 固定資産除却損 ※５ 14,343 3,582

 ３ システム開発損失 ※６ 48,928 ─

 ４ その他 5,597 172,262 0.6 ─ 3,880 0.0

   税金等調整前当期純利益 1,296,270 4.5 1,411,170 4.9

   法人税、住民税及び 
   事業税

591,176 528,138

   法人税等調整額 △83,458 507,718 1.7 28,234 556,373 2.0

   当期純利益 788,552 2.8 854,796 2.9



③ 【連結剰余金計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,087,249 1,319,909

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 増資による新株の発行 232,659 ─

 ２ ストックオプション 
   行使による新株の発行

─ 232,659 15,646 15,646

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,319,909 1,335,556

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 6,394,833 7,078,271

Ⅱ 利益剰余金増加高

  当期純利益 788,552 854,796

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 93,614 176,573

 ２ 役員賞与 11,500 105,114 14,400 190,973

Ⅳ 利益剰余金期末残高 7,078,271 7,742,094



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 1,296,270 1,411,170

   減価償却費 129,880 109,819

   貸倒引当金の増減額(△：減少) △4,953 △ 8,453

   退職給付引当金の増減額(△：減少) 34,093 31,302

   役員退職慰労引当金の増減額(△：減少) 2,702 △ 2,534

   受取利息及び受取配当金 △10,700 △ 18,524

   支払利息 45,925 28,918

   為替差損 5,823 1,115

   投資有価証券売却益 △9,513 △ 64,847

   有形固定資産売却益 △883 ─

   有形固定資産売却損 103,392 298

   有形固定資産除却損 14,343 3,582

   役員賞与の支払額 △11,500 △ 14,400

   売上債権の増減額(△：増加) 37,285 △ 238,371

   たな卸資産の増減額(△：増加) 465,748 33,189

   未収入金の増減額(△：増加) △59,101 △ 265,542

   仕入債務の増減額(△：減少) △489,435 879,523

   その他 169,781 △ 252,239

    小計 1,719,161 1,634,004

   利息及び配当金の受取額 10,702 18,414

   利息の支払額 △45,751 △ 28,219

   法人税等の支払額 △570,257 △ 551,951

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,113,854 1,072,248

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期性預金の預入による支出 △52,176 ─

   定期性預金の払戻による収入 53,166 52,176

   有形固定資産の取得による支出 △30,780 △ 38,637

   有形固定資産の売却による収入 77,328 ─

   無形固定資産の取得による支出 ─ △ 73,000

   投資有価証券の取得による支出 △9,944 △ 10,258

   投資有価証券の売却による収入 32,237 74,276

   保険積立金解約による収入 156,924 ─

   その他 4,800 14,972

   投資活動によるキャッシュ・フロー 231,556 19,530



前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額(△：純減少) △600,000 △925,000

   長期借入れによる収入 800,000 ─

   長期借入金の返済による支出 △1,051,021 △872,280

   株式発行による収入 465,534 31,313

   配当金の支払額 △93,614 △176,573

   財務活動によるキャッシュ・フロー △479,100 △1,942,540

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,123 21,389

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△：減少) 860,186 △829,373

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,978,974 3,839,161

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,839,161 3,009,788



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社 ２社 

   テスミック株式会社 

   Internix Hong Kong Limited

(1) 連結子会社 ２社 

   テスミック株式会社 

   Internix Hong Kong Limited 

(2) 非連結子会社 

   該当事項はありません。

(2) 非連結子会社

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

   該当事項はありません。 同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 テスミック株式会社の決算日は12月

31日であります。連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。なお、Internix 

Hong Kong Limitedについては、当連

結会計年度より決算日を12月31日から

３月31日に変更したことにより、当連

結会計年度における同社の会計期間は

15か月となっております。

 テスミック株式会社の決算日は12月

31日であります。連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法
① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    …連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）

① 有価証券

  その他有価証券

時価のあるもの

同左

   時価のないもの

    …移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

② たな卸資産

  移動平均法による原価法

  なお、在外子会社については、先

入先出法による原価法を採用して

おります。

②たな卸資産

同左

③ デリバティブ

  時価法

③ デリバティブ

同左

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却方法

有形固定資産 

 定率法

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。  

 建物及び構築物   ７～38年  

 機械装置及び運搬具 ５～６年  

 工具、器具及び備品 ２～20年

①有形固定資産

同左

②無形固定資産

 定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(3) 重要な繰延資産の処理方

法

① 新株発行費

 支払時の費用として処理しており

ます。

―――――



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、過去の貸倒実績率を基礎に算

定した貸倒見込額のほか、個別の債

権に対する回収可能性を見積って計

上しております。

① 貸倒引当金

同左

② 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務に基づき計上しております。な

お、当連結会計年度末における退職

給付債務の算定にあたっては、自己

都合退職による当連結会計年度末要

支給額を退職給付債務とする方法に

よって計上しております。

② 退職給付引当金

同左

③ 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

同左

(5) 重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算

基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負

債は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は

資本の部における為替換算調整勘定に

含めております。

同左

(6) 重要なリース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

(7) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  特例処理の要件を満たしている金

利スワップ取引について、特例処理

を採用しております。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

  借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で、金利スワップを行ってお

ります。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

  金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため、有効性の評価は

省略しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

(8) その他連結財務諸表作成

のための重要事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



 
  

会計処理の変更 

  

 

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会計年度

中に確定した利益処分に基づいて作成

しております。

同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金のほ

か、取得日より３か月以内に満期日が

到来する定期性預金及び取得日より３

か月以内に償還日が到来する容易に換

金可能であり、且つ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短期投

資であります。

同左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。



表示方法の変更 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めていた「長期保険返戻金」は、営業外収益総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度の営業外収益の「その

他」に含まれている「長期保険返戻金」は5,104千円で

あります。

(連結損益計算書) 

 当連結会計年度において「長期保険返戻金」(当連結

会計年度2,397千円)は、営業外収益総額の100分の10以

下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示

しております。

 当連結会計年度において「受取保険料」(当連結会計

年度1,317千円)は、営業外収益総額の100分の10以下と

なったため、営業外収益の「その他」に含めて表示して

おります。

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めていた「損害補償金」は、営業外費用総額の100分の

10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記しており

ます。なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」

に含まれている「損害補償金」は16,687千円でありま

す。

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めていた「証券代行手数料」は、営業外費用総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度の営業外費用の「その

他」に含まれている「証券代行手数料」は15,706千円で

あります。

(連結剰余金計算書) 

 ストックオプションの権利行使による新株の発行は、

前連結会計年度において、「増資による新株の発行」に

含めて表示しておりましたが、当連結会計年度より、

「ストックオプション行使による新株の発行」として表

示しております。なお、前連結会計年度において「増資

による新株の発行」に含めて表示した「ストックオプシ

ョン行使による新株の発行」は、3,282千円でありま

す。

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

 当連結会計年度から投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「有形固定資産の売却による収入」(当連結会計年

度３千円)は、重要性がなくなったため投資活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しており

ます。

 当連結会計年度から投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「保険積立金解約による収入」(当連結会計年度

14,969千円)は、重要性がなくなったため投資活動によ

るキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示してお

ります。



追加情報 
  

 
  

注記事項 
(連結貸借対照表関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理費が19,483千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、19,483千円減少しております。

―――――

前連結会計年度 

(平成17年３月31日)

当連結会計年度 

(平成18年３月31日)

※１        ――――― ※１  債権の流動化による受取手形の譲渡残高は

795,283千円であります。このうち支払留保額

346,109千円は、流動資産の「未収入金」に含めて

表示しております。 

 
※２        ――――― ※２ ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未

収額が1,078,872千円（前連結会計年度1,172,722千

円）含まれております。 

 

※３ 担保に供している資産

 土地 126,114千円

 建物及び構築物 129,611

   計 255,725

※３        ―――――

  (上記に対応する債務)

 １年内返済予定の長期借入金 29,952千円

 長期借入金 130,224

   計 160,176

 ４ 運転資金の効率的な調達を行うため、当社は取引

銀行６行と当座貸越契約を、また、連結子会社のテ

スミック株式会社は取引銀行１行と当座貸越契約を

締結しております。これらの契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

 当座貸越極度額 4,022,170千円

 借入実行残高 950,000

   差引額 3,072,170

 ４ 運転資金の効率的な調達を行うため、当社は取引

銀行６行と当座貸越契約を、また、連結子会社のテ

スミック株式会社は取引銀行１行と当座貸越契約を

締結しております。これらの契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

 当座貸越極度額 4,052,410千円

 借入実行残高 100,000

   差引額 3,952,410

※５ 自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。

    普通株式           18,944株

   なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

9,828,600株であります。

※５ 自己株式の保有数

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。

    普通株式            18,944株

   なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

9,886,200株であります。



(連結損益計算書関係) 
  

 
  
(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 1,118,562千円

従業員賞与 453,867

退職給付引当金繰入額 37,845

役員退職慰労引当金繰入額 5,943

研究開発費 95,176

※１ 販売費及び一般管理費の主要費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 1,196,460千円

従業員賞与 396,188

貸倒引当金繰入額 3,700

退職給付引当金繰入額 40,197

役員退職慰労引当金繰入額 4,463

研究開発費 68,632

※２ 研究開発費の総額 95,176千円 ※２ 研究開発費の総額 68,632千円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 288千円

工具、器具及び備品 594

計 883

※３        ―――――

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

土地 100,975千円

その他 2,417

計 103,392
 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 298千円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 1,930千円

機械装置及び運搬具 11,564

工具、器具及び備品 848

計 14,343
 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 61千円

工具、器具及び備品 3,520

計 3,582

※６ システム開発損失は、システム開発方針の変更に

伴う開発済みソフトウェア等の廃棄によるもので

あります。

※６        ―――――

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金期末残高 3,891,338千円

預入期間が３か月を超える定期

性預金
△52,176

現金及び現金同等物の期末残高 3,839,161

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金期末残高 3,009,788千円

現金及び現金同等物の期末残高 3,009,788



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置 
及び運搬具

437,894 222,327 215,566

工具、器具 
及び備品

109,943 82,017 27,925

合計 547,838 304,345 243,492

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累 
計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

機械装置
及び運搬具

308,810 115,890 192,919

工具、器具
及び備品

87,698 77,514 10,183

合計 396,508 193,405 203,103

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 85,411千円

１年超 175,468

 合計 260,880

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 62,496千円

１年超 141,667

 合計 204,164

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 121,415千円

減価償却費相当額 90,274

支払利息相当額 8,365

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 97,000千円

減価償却費相当額 78,389

支払利息相当額 6,077

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注)  

 
  
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
  

 
  
３ 時価評価されていない有価証券の主な内容 
  

区分

前連結会計年度 
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

取得原価 
(千円)

連結決算日に 
おける連結貸借
対照表計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結決算日に 
おける連結貸借
対照表計上額 
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表 
計上額が取得原 
価を超えるもの

 株式 237,555 1,392,596 1,155,040 271,112 1,503,931 1,232,819

小計 237,555 1,392,596 1,155,040 271,112 1,503,931 1,232,819

連結貸借対照表 
計上額が取得原 
価を超えないも 
の

 株式 32,727 26,772 △5,955 ─ ─ ─

小計 32,727 26,772 △5,955 ─ ─ ─

合計 270,283 1,419,368 1,149,085 271,112 1,503,931 1,232,819

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 投資有価証券について当連結会計年度に減損処理を行

っている銘柄はありません。 

 なお、下落率が50％超の株式については全て減損処理

を行い、下落率が30～50％の株式については、個別銘柄

毎に、当連結会計年度における各月末の時価と帳簿価格

との乖離状況に基づいて回復可能性を判断し、減損処理

を行うこととしております。

同左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

売却額(千円)
売却益の合計額 

(千円)

売却損の合計額 

(千円)
売却額(千円)

売却益の合計額 

(千円)

売却損の合計額 

(千円)

32,237 9,513 ─ 74,276 64,847 ─

区分

前連結会計年度 

(平成17年３月31日)

当連結会計年度 

(平成18年３月31日)

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 12,267 12,519



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(1) 取引の内容

通貨関連では為替予約取引及び通貨オプション取

引を、金利関連では金利スワップ取引を行っており

ます。なお、連結子会社はデリバティブ取引を行っ

ておりません。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動に

よるリスク回避を目的としており、投機目的及びレ

バレッジ効果の高い取引は行わない方針でありま

す。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避する

目的で為替予約取引及び通貨オプション取引を、将

来の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ

取引を利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

(3) 取引の利用目的

同左

①ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たしている金利スワップ取

引について、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

   ヘッジ対象…借入金の利息

③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で、金

利スワップを行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしている

ため、有効性の評価は省略しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

為替予約取引及び通貨オプション取引は、為替相

場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は市場

金利の変動によるリスクを有しております。

なお、デリバティブ取引の契約先はいずれも信用

度の高い国内銀行であるため、相手先の契約不履行

によるリスクはほとんどないと認識しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブの基本方針は取締役会で決定され、

取引権限及び取引限度額を定めた職務権限規程に基

づき経理部長が取引の実行及び管理を行っておりま

す。

経理部長は取引高、取引残高及び損益の状況につ

いて、取締役会に定期的に報告しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

(6) その他

「取引の時価等に関する事項」における「契約額

等」は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市

場リスク量を示すものではありません。

(6) その他

同左



２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格によっております。 

  

(2) 金利関連 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

(退職給付関係) 

  

 
(注) １ 退職給付に係る会計基準の小規模企業等における簡便法を採用しております。 

２ 勤務費用相当額は、退職給付引当金繰入額であります。 

区分 種類

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

契約額等 
(千円)

契約額等
のうち 
１年超 
(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

契約額等
(千円)

契約額等
のうち 
１年超 
(千円)

時価 
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引 
以外の取引

オプション取引

 買建コール

  米ドル 162,500 87,500 132 △7,680 87,500 12,500 179 △3,774

 売建プット

  米ドル 149,942 79,856 16,353 △2,692 79,856 11,282 1,810 6,390

合計 ─ ─ ─ △10,373 ─ ─ ─ 2,615

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 退職給付制度の概要

 退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を

採用しております。

１ 退職給付制度の概要

同左

 

２ 退職給付債務に関する事項

  退職給付債務 (注)１ 352,466千円

  退職給付引当金 352,466

 
 

２ 退職給付債務に関する事項

 退職給付債務 (注)１ 383,768千円

 退職給付引当金 383,768

 

 

３ 退職給付費用に関する事項

  勤務費用相当額 (注)２ 39,550千円

  割増退職金等 630

  退職給付費用合計 40,180

 
 

３ 退職給付費用に関する事項

 勤務費用相当額 (注)２ 41,912千円

 割増退職金等 3,822

 退職給付費用合計 45,735

 



(税効果会計関係) 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(流動資産)

 繰延税金資産

  未払費用 124,563千円

  未払事業税 26,276

  たな卸資産 68,736

  その他 18,249

 繰延税金資産合計 237,825

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(流動資産)

繰延税金資産

 未払費用 108,780千円

 未払事業税 20,736

 たな卸資産 49,232

 その他 13,234

繰延税金資産合計 191,983

(固定資産)

 繰延税金資産

  退職給付引当金 134,645千円

  役員退職慰労引当金 63,666

  投資有価証券 30,271

  貸倒引当金 23,153

  その他 26,821

 繰延税金資産小計 278,558

 評価性引当額 △4,154

 繰延税金資産合計 274,403

 繰延税金負債

  特別償却準備金 △3,793千円

  その他有価証券評価差額金 △459,651

 繰延税金負債合計 △463,444

 繰延税金負債の純額 △189,040

(固定資産)

繰延税金資産

 退職給付引当金 153,208千円

 役員退職慰労引当金 62,653

 投資有価証券 30,150

 貸倒引当金 22,411

 その他 26,208

繰延税金資産小計 294,631

評価性引当額 △4,517

繰延税金資産合計 290,114

繰延税金負債

 特別償却準備金 △1,896千円

 その他有価証券評価差額金 △493,245

繰延税金負債合計 △495,142

繰延税金負債の純額 △205,027

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

(調整)

 交際費、受取配当金等永久差異項目 0.8

 住民税均等割 0.9

 ＩＴ投資促進税制による税額控除 △0.6

 評価性引当額の増減 △2.1

 その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.2％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異については法定実効税率の100分の

５以下であるため、注記を省略しております。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、商品の種類、性質と事業展開の共通性を基準として区分しております。 

２ 各事業区分の主な内容 

(1) 半導体素子等販売事業…アナログＩＣ、メモリＩＣ、リニアＩＣ、特定用途ＩＣ、カスタムＩＣ、 Ａ／

Ｄコンバータ、ＩＣソケット、リチウム電池、システムボード製品、ネットワーク製品、表示器製品、パ

ソコン本体及び周辺機器 

(2) 半導体素子等検査事業…各種ＩＣ検査、バーンイン検査、ソケット検査、テーピング作業 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度5,560,709千円、当連結会計年

度4,718,223千円であり、その内容は、現金及び預金、長期投資資金(投資有価証券)及び繰延税金資産であ

ります。 

半導体素子等 
販売事業 
(千円)

半導体素子等
検査事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 28,034,091 621,187 28,655,278 ─ 28,655,278

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ 42,225 42,225 (42,225) ─

計 28,034,091 663,412 28,697,503 (42,225) 28,655,278

  営業費用 26,510,107 562,096 27,072,203 (43,215) 27,028,988

  営業利益 1,523,983 101,316 1,625,300 990 1,626,290

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 11,632,522 796,626 12,429,148 5,560,709 17,989,858

  減価償却費 43,573 86,306 129,880 ─ 129,880

  資本的支出 14,792 15,988 30,780 ─ 30,780

半導体素子等 
販売事業 
(千円)

半導体素子等
検査事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 27,987,405 484,623 28,472,029 ─ 28,472,029

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― 28,938 28,938 (28,938) ─

計 27,987,405 513,562 28,500,967 (28,938) 28,472,029

  営業費用 26,631,281 511,751 27,143,033 (28,942) 27,114,090

  営業利益 1,356,124 1,810 1,357,934 4 1,357,938

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 12,634,564 713,854 13,348,419 4,396,576 17,744,995

  減価償却費 40,770 69,048 109,819 ─ 109,819

  資本的支出 105,077 6,560 111,637 ─ 111,637



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日) 

  
本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合

計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在別セグメント情報の記載を省略しております。

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…中国、フィリピン、タイ、台湾、シンガポール、マレーシア、韓国 

(2) その他の地域…アメリカ、ヨーロッパ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…中国、フィリピン、タイ、台湾、シンガポール、マレーシア 

(2) その他の地域…アメリカ、ヨーロッパ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年

４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

該当事項はありません。 

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 4,903,576 14,743 4,918,320

Ⅱ 連結売上高(千円) ─ ─ 28,655,278

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合(％)

17.1 0.1 17.2

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 5,202,154 17,885 5,220,040

Ⅱ 連結売上高(千円) ─ ─ 28,472,029

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合(％)

18.2 0.1 18.3



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,038円 37銭 1,109円 10銭

１株当たり当期純利益 79円 30銭 85円 58銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 78円 73銭 84円 94銭

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益(千円) 788,552 854,796

普通株主に帰属しない金額(千円)
(うち利益処分による役員賞与金(千円))

14,400
(14,400)

14,100
(14,100)

普通株式に係る当期純利益(千円) 774,152 840,696

普通株式の期中平均株式数(千株) 9,762 9,823

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ─ ─

普通株式増加数(千株)
(うち新株予約権(千株))

70
(70)

74
(74)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

新株予約権１種類(新株
予約権の数 656個)。  
これらの詳細は「新株予
約権等の状況」に記載の
とおり。

新株予約権１種類(新株
予約権の数 625個)。  
これらの詳細は「新株予
約権等の状況」に記載の
とおり。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 当期末残高の( )内は内書きで１年内償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

  

 
２ 平均利率は期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

インターニックス 
株式会社

第２回無担保社債
平成15年 
６月25日

100,000
100,000
(100,000)

0.25 無担保社債
平成18年
６月23日

インターニックス 
株式会社

第３回無担保社債
平成15年 
６月25日

100,000
100,000
(100,000)

0.31 無担保社債
平成18年
６月23日

インターニックス 
株式会社

第４回無担保社債
平成15年 
６月26日

200,000
200,000
(200,000)

0.28 無担保社債
平成18年
６月26日

インターニックス 
株式会社

第５回無担保社債
平成15年 
６月26日

150,000
150,000
(150,000)

0.35 無担保社債
平成18年
６月26日

インターニックス 
株式会社

第６回無担保社債
平成16年 
３月26日

200,000 200,000 0.92 無担保社債
平成21年
３月26日

インターニックス 
株式会社

第７回無担保社債
平成16年 
３月31日

150,000 150,000 0.83 無担保社債
平成21年
３月31日

インターニックス 
株式会社

第８回無担保社債
平成16年 
３月30日

150,000 150,000 0.82 無担保社債
平成21年
３月30日

合計 ― ― 1,050,000
1,050,000
(550,000)

― ― ―

１年以内 
(千円)

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

550,000 ─ 500,000 ─ ─

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,025,000 100,000 0.731 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 742,056 373,804 1.045 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,323,495 819,467 1.045
平成19年４月20日～
平成21年３月31日

合計 3,090,551 1,293,271 ─ ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

719,467 100,000 ─ ─



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,683,983 2,673,045

 ２ 受取手形 ※３ 1,545,666 1,192,824

 ３ 売掛金 ※２ 5,575,498 6,338,273

 ４ 商品 2,446,803 2,399,148

 ５ 製品 6,315 2,116

 ６ 原材料 55,478 38,833

 ７ 仕掛品 48,891 37,028

 ８ 貯蔵品 1,136 1,131

 ９ 前渡金 ─ 23,712

 10 前払費用 38,433 42,122

 11 繰延税金資産 232,131 182,849

 12 未収入金 ※3,4 1,120,120 1,363,363

 13 その他 18,167 50,267

 14 貸倒引当金 △22,400 △ 26,100

   流動資産合計 14,750,224 84.3 14,318,615 81.5

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産

 １ 建物 899,569 924,219

   減価償却累計額 △538,611 360,957 △ 563,976 360,243

 ２ 工具、器具及び備品 622,018 573,984

   減価償却累計額 △570,909 51,109 △ 512,553 61,431

 ３ 土地 319,500 319,500

   有形固定資産合計 731,567 4.2 741,174 4.2

(2) 無形固定資産

 １ ソフトウェア ─ 97,637

 ２ 電話加入権 12,365 12,365

   無形固定資産合計 12,365 0.1 110,002 0.6

(3) 投資その他の資産

 １ 投資有価証券 1,431,636 1,516,451

 ２ 関係会社株式 451,117 451,117

 ３ 関係会社長期貸付金 ─ 320,000

 ４ 更生債権等 47,492 35,379

 ５ 長期前払費用 120 365

 ６ 差入保証金 92,489 91,642

 ７ その他 54,806 43,863

 ８ 貸倒引当金 △69,492 △ 57,379

   投資その他の資産合計 2,008,170 11.4 2,401,440 13.7

   固定資産合計 2,752,103 15.7 3,252,617 18.5

 資産合計 17,502,327 100.0 17,571,233 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,802,412 2,716,137

 ２ 短期借入金 900,000 100,000

 ３ １年内返済予定の 
   長期借入金

699,624 363,324

 ４ １年内償還予定の社債 ─ 550,000

 ５ 未払金 209,003 249,080

 ６ 未払費用 350,366 303,854

 ７ 未払法人税等 293,316 269,519

 ８ 未払消費税等 17,910 ─

 ９ 前受金 11,959 4,838

 10 預り金 26,579 23,561

 11 その他 24,927 83

   流動負債合計 4,336,099 24.8 4,580,399 26.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,050,000 500,000

 ２ 長期借入金 1,182,791 819,467

 ３ 繰延税金負債 189,040 205,027

 ４ 退職給付引当金 344,615 374,667

 ５ 役員退職慰労引当金 158,143 155,341

 ６ その他 50,841 51,452

   固定負債合計 2,975,432 17.0 2,105,957 12.0

 負債合計 7,311,531 41.8 6,686,357 38.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 1,137,494 6.5 1,153,161 6.6

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,319,909 1,335,556

   資本剰余金合計 1,319,909 7.6 1,335,556 7.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 47,674 47,674

 ２ 任意積立金

  (1) 特別償却準備金 8,534 5,784

  (2) 別途積立金 5,704,385 5,712,919 6,004,385 6,010,169

 ３ 当期未処分利益 1,298,552 1,613,678

   利益剰余金合計 7,059,147 40.3 7,671,523 43.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 689,476 3.9 739,868 4.2

Ⅴ 自己株式 ※７ △15,232 △0.1 △ 15,232 △0.1

 資本合計 10,190,795 58.2 10,884,876 61.9

 負債・資本合計 17,502,327 100.0 17,571,233 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 27,221,759 27,457,054

 ２ 製品売上高 369,211 27,590,970 100.0 325,940 27,782,994 100.0

Ⅱ 売上原価

(1) 商品売上原価

 １ 期首商品たな卸高 2,714,079 2,446,803

 ２ 当期商品仕入高 22,415,382 22,971,651

   合計 25,129,461 25,418,455

 ３ 商品他勘定振替高 ※１ 25,341 13,809

 ４ 期末商品たな卸高 2,446,803 2,399,148

   商品売上原価 22,657,316 23,005,498

(2) 製品売上原価

 １ 期首製品たな卸高 468 6,315

 ２ 当期製品製造原価 237,822 221,661

   合計 238,291 227,976

 ３ 期末製品たな卸高 6,315 2,116

   製品売上原価 231,975 22,889,292 83.0 225,859 23,231,357 83.6

   売上総利益 4,701,677 17.0 4,551,636 16.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 3,245,893 11.7 3,257,995 11.7

   営業利益 1,455,784 5.3 1,293,641 4.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,041 2,786

 ２ 受取配当金 ※４ 308,019 13,674

 ３ 受取賃貸料 ※４ 990 ─

 ４ 受取保険料 5,693 ─

 ５ 為替差益 ─ 21,391

 ６ その他 21,675 337,420 1.2 25,902 63,755 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 34,379 19,810

 ２ 損害補償金 ─ 14,580

 ３ 証券代行手数料 ─ 10,459

 ４ 為替差損 45,537 ─

 ５ その他 113,653 193,570 0.7 23,095 67,945 0.3

   経常利益 1,599,634 5.8 1,289,451 4.6



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 3,779 1,209

 ２ 固定資産売却益 ※５ 883 ─

 ３ 投資有価証券売却益 9,513 14,176 0.1 64,847 66,057 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※６ 103,392 298

 ２ 固定資産除却損 ※７ 2,066 3,437

 ３ システム開発損失 ※８ 48,928 ─

 ４ その他 2,697 157,084 0.6 ─ 3,736 0.0

   税引前当期純利益 1,456,725 5.3 1,351,771 4.9

   法人税、住民税及び 
   事業税

579,718 516,746

   法人税等調整額 △94,270 485,448 1.8 31,675 548,421 2.0

   当期純利益 971,277 3.5 803,349 2.9

   前期繰越利益 327,275 810,329

   当期未処分利益 1,298,552 1,613,678



製造原価明細書 

  

 
  

(注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 原材料費 141,172 59.9 110,262 52.6

Ⅱ 外注加工費 72,020 30.5 80,092 38.2

Ⅲ 労務費 20,927 8.9 17,239 8.2

Ⅳ 経費 ※2 1,775 0.7 2,204 1.0

  当期総製造費用 235,896 100.0 209,798 100.0

  期首仕掛品たな卸高 50,816 48,891

  期末仕掛品たな卸高 48,891 37,028

  当期製品製造原価 237,822 221,661

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 １ 原価計算の方法 

    実際総合原価計算によっております。

 １ 原価計算の方法 

    実際総合原価計算によっております。

※２ 主な経費の内訳は、次のとおりであります。

減価償却費 850千円

※２ 主な経費の内訳は、次のとおりであります。

減価償却費 1,130千円



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は、株主総会承認日であります。 

前事業年度
(平成17年６月21日)

当事業年度 
(平成18年６月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,298,552 1,613,678

Ⅱ 任意積立金取崩額

   特別償却準備金取崩額 2,750 2,750 2,750 2,750

合計 1,301,302 1,616,428

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 176,573 177,610

 ２ 役員賞与金 14,400 14,100

   (うち監査役賞与金) (800) (800)

 ３ 任意積立金

   別途積立金 300,000 490,973 ─ 191,710

Ⅳ 次期繰越利益 810,329 1,424,718



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

…移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

移動平均法による原価法 同左

３ デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

   建物        12～38年

工具、器具及び備品 ２～20年

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

  建物        10～38年

   工具、器具及び備品 ２～20年

(2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(2) 長期前払費用

均等償却

(3) 長期前払費用

同左

５ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

支払時の費用として処理しており

ます。

    ―――――

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、過去の貸倒実績率を基礎に算

定した貸倒見込額のほか、個別の債

権に対する回収可能性を見積って計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務に基づ

き計上しております。なお、当期末

における退職給付債務の算定にあた

っては、自己都合退職による期末要

支給額を退職給付債務とする方法に

よって計上しております。

(2) 退職給付引当金

同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

７ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左

８ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

９ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たしている金

利スワップ取引について、特例処理

を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で、金利スワップを行ってお

ります。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため、有効性の評価は

省略しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

10 その他財務諸表作成の 

  ための基本となる重要な 

  事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(貸借対照表) 

 当期において「保険積立金」(32,606千円)は、資産の

総額の100分の１以下となったため、投資その他の資産

の「その他」に含めて表示しております。

(損益計算書) 

 当期において「受取保険料」(1,010千円)は、金額的

重要性が乏しくなったため、営業外収益の「その他」に

含めて表示しております。

 前期において営業外費用の「その他」に含めていた

「損害補償金」は、営業外費用総額の100分の10を超え

たため、当期より区分掲記しております。なお、前期の

営業外費用の「その他」に含まれている「損害補償金」

は16,687千円であります。

 前期において営業外費用の「その他」に含めていた

「証券代行手数料」は、営業外費用総額の100分の10を

超えたため、当期より区分掲記しております。なお、前

期の営業外費用の「その他」に含まれている「証券代行

手数料」は15,706千円であります。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。

この結果、販売費及び一般管理費が19,483千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

19,483千円減少しております。

―――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
前事業年度 

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)

 

※１ 会社が発行する株式の総数

    普通株式 24,000,000株

   発行済株式の総数

    普通株式 9,828,600株

 
 

※１ 会社が発行する株式の総数

    普通株式 24,000,000株

   発行済株式の総数

    普通株式 9,886,200株

 

 

※２ 関係会社に対する債権

売掛金 341,188千円

 
 

※２ 関係会社に対する債権

売掛金 468,891千円

 

※３        ───── ※３ 債権の流動化による受取手形の譲渡残高は

795,283千円であります。このうち支払留保額

346,109千円は、流動資産の「未収入金」に含め

て表示しております。 

 

※４        ───── ※４ ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未

収額が998,007千円（前事業年度1,113,624千円）

含まれております。 

 

 ５ 配当制限

    商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は、

683,252千円であります。 

 

 ５ 配当制限

    商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は、

741,437千円であります。 

 

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越極度額 3,922,170千円

借入実行残高 900,000

  差引額 3,022,170

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越極度額 3,952,410千円

借入実行残高 100,000

 差引額 3,852,410

※７ 自己株式の保有数

 普通株式 18,944株

※７ 自己株式の保有数

普通株式 18,944株



(損益計算書関係) 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 商品他勘定振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

材料費 25,341千円

※１ 商品他勘定振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

材料費 13,809千円

 

※２ 販売費及び一般管理費のおおよその割合は販売費

84％、一般管理費16％であり、また、主要な費目

及び金額は次のとおりであります。

販売促進費 201,413千円

従業員給料手当 1,069,215

従業員賞与 445,281

法定福利費 195,042

退職給付引当金繰入額 37,117

役員退職慰労引当金繰入額 5,095

研究開発費 95,176

減価償却費 37,189

賃借料 167,386

※２ 販売費及び一般管理費のおおよその割合は販売費

83％、一般管理費17％であり、また、主要な費目

及び金額は次のとおりであります。

販売促進費 185,329千円

従業員給料手当 1,137,005

従業員賞与 391,140

法定福利費 203,590

貸倒引当金繰入額 3,700

退職給付引当金繰入額 38,946

役員退職慰労引当金繰入額 4,196

研究開発費 68,769

減価償却費 31,816

賃借料 162,188

※３ 研究開発費の総額 95,176千円 ※３ 研究開発費の総額 68,769千円

※４ 関係会社との主な取引高

受取配当金 298,730千円

受取賃貸料 990

※４        ―――――

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物 288千円

工具、器具及び備品 594

計 883

※５        ―――――

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

土地 100,975千円

その他 2,417

計 103,392

 

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 298千円

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 1,217千円

工具、器具及び備品 848

計 2,066

 

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 3,437千円

※８ システム開発損失は、システム開発方針の変更に

伴う開発済みソフトウェア等の廃棄によるもので

あります。

※８        ―――――



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累計
額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具、器具 
及び備品

109,943 82,017 27,925

合計 109,943 82,017 27,925

 
 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側)

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累計
額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具、器具
及び備品

87,698 77,514 10,183

合計 87,698 77,514 10,183

 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 18,233千円

１年超 10,463

 合計 28,696

 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 7,434千円

１年超 3,029

合計 10,463

 

 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 24,604千円

減価償却費相当額 23,400

支払利息相当額 958

 
 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 18,587千円

減価償却費相当額 17,741

支払利息相当額 353

 

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平

成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

(税効果会計関係) 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(流動資産)

 繰延税金資産

  未払費用 123,770千円

  未払事業税 26,276

  商品 67,878

  貸倒引当金 7,970

  その他 6,234

 繰延税金資産合計 232,131

(固定資産)

 繰延税金資産

  退職給付引当金 132,102千円

  役員退職慰労引当金 63,257

  投資有価証券 30,271

  貸倒引当金 23,153

  その他 25,619

 繰延税金資産合計 274,403

 繰延税金負債

  特別償却準備金 △3,793千円

  その他有価証券評価差額金 △459,651

 繰延税金負債合計 △463,444

 繰延税金負債の純額 △189,040

 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(流動資産)

 繰延税金資産

  未払費用 106,632千円

  未払事業税 20,196

  商品 46,497

  貸倒引当金 6,385

  その他 3,136

 繰延税金資産合計 182,849

(固定資産)

 繰延税金資産

  退職給付引当金 149,867千円

  役員退職慰労引当金 62,136

  投資有価証券 30,150

  貸倒引当金 22,411

  その他 25,548

 繰延税金資産合計 290,114

 繰延税金負債

  特別償却準備金 △1,896千円

 その他有価証券評価差額金 △493,245

 繰延税金負債合計 △495,142

 繰延税金負債の純額 △205,027

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

(調整)

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △8.3

 住民税均等割 0.8

 ＩＴ投資促進税制による税額控除 △0.6

 その他 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.3％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異については法定実効税率の100分の

５以下であるため、注記を省略しております。



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,037円 39銭 1,101円 70銭

１株当たり当期純利益 98円 01銭 80円 34銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 97円 31銭 79円 74銭

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益(千円) 971,277 803,349

普通株主に帰属しない金額(千円)
(うち利益処分による役員賞与金(千円))

14,400
(14,400)

14,100
(14,100)

普通株式に係る当期純利益(千円) 956,877 789,249

普通株式の期中平均株式数(千株) 9,762 9,823

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ─ ─

普通株式増加数(千株)
(うち新株予約権(千株))

70
(70)

74
(74)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

新株予約権１種類(新株
予約権の数 656個)。 
これらの詳細は「新株予
約権等の状況」に記載の
とおり。

新株予約権１種類(新株
予約権の数 625個)。  
これらの詳細は「新株予
約権等の状況」に記載の
とおり。



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

  株式会社アクセル 2,220 1,041,180

  株式会社チップワンストップ 200 44,800

  株式会社東芝 60,741 41,547

  ソレクトロン社 86,584 40,684

  株式会社小野測器 49,566 39,950

  大日本スクリーン製造株式会社 30,726 38,316

  株式会社アドバンテスト 1,800 25,254

  田村大興ホールディングス株式会社 35,449 24,779

  アルインコ株式会社 24,930 19,819

  株式会社みずほフィナンシャルグループ 17 16,717

  その他(31銘柄) 404,443 183,402

計 696,680 1,516,451

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 899,569 24,650 ─ 924,219 563,976 25,364 360,243

 工具、器具及び 
 備品

622,018 25,786 73,820 573,984 512,553 11,724 61,431

 土地 319,500 ─ ─ 319,500 ─ ─ 319,500

有形固定資産計 1,841,088 50,436 73,820 1,817,704 1,076,529 37,089 741,174

無形固定資産

 ソフトウェア ─ 100,530 ─ 100,530 2,892 2,892 97,637

 電話加入権 12,365 ─ ─ 12,365 ─ ─ 12,365

無形固定資産計 12,365 100,530 ─ 112,895 2,892 2,892 110,002

長期前払費用 2,695 437 ─ 3,132 2,767 192 365



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 発行済株式の当期増加は、ストックオプションの権利行使による新株式57,600株の発行によるものでありま

す。また、期末の自己株式数は、18,944株であります。 

２ 資本金及び資本準備金の当期増加額は、ストックオプションの権利行使によるものであります。 

３ 任意積立金の当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注)  貸倒引当金の当期減少額「その他」のうち、1,209千円は回収による戻入額、22,400千円は洗替えによる戻入額

であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) 1,137,494 15,666 ― 1,153,161

資本金のうち 
既発行株式

普通株式  (注)１ (株) (9,828,600) (57,600) (―) (9,886,200)

普通株式  (注)２ (千円) 1,137,494 15,666 ― 1,153,161

計 (株) (9,828,600) (57,600) (―) (9,886,200)

計 (千円) 1,137,494 15,666 ― 1,153,161

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金)

 株式払込剰余金 
      (注)２

(千円) 1,319,909 15,646 ― 1,335,556

計 (千円) 1,319,909 15,646 ― 1,335,556

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (千円) 47,674 ─ ― 47,674

(任意積立金)

 特別償却準備金 
      (注)３

(千円) 8,534 ─ 2,750 5,784

 別途積立金 
      (注)３

(千円) 5,704,385 300,000 ─ 6,004,385

計 (千円) 5,760,594 300,000 2,750 6,057,844

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金  (注) 91,892 26,100 10,904 23,609 83,479

役員退職慰労引当金 158,143 4,196 6,998 ─ 155,341



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成18年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 472

預金

普通預金 2,604,390

当座預金 31,535

定期預金 27,370

別段預金 9,276

計 2,672,572

合計 2,673,045

相手先 金額(千円)

新電元工業株式会社 114,255

古野電気株式会社 60,281

株式会社小野測器 53,446

アロカ株式会社 53,433

東芝メディカルシステムズ株式会社 49,269

その他 862,137

合計 1,192,824

期日別 金額(千円)

平成18年４月満期 138,245

  〃  ５月 〃 157,395

  〃  ６月 〃 330,767

  〃  ７月 〃 404,048

  〃  ８月 〃 137,135

  〃  ９月以降満期 25,230

合計 1,192,824



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「発生高」には消費税等が含まれております。 

  

ニ 商品 
  

 
  

ホ 製品 
  

 
  

相手先 金額(千円)

シャープ株式会社 1,182,158

INTERNIX HONG KONG LIMITED 468,891

株式会社スミトロニクス 363,174

株式会社日立製作所 258,804

富士通株式会社 218,144

その他 3,847,099

合計 6,338,273

期首残高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

5,575,498 28,922,060 28,159,285 6,338,273 81.6 75

品目 金額(千円)

ＩＣ・半導体 2,179,357

電子部品 126,166

電子機器 93,623

合計 2,399,148

品目 金額(千円)

操作表示器 1,584

小型データ入力端末 532

合計 2,116



ヘ 原材料 
  

 
  

ト 仕掛品 
  

 
  

チ 貯蔵品 
  

 
  

リ 未収入金 

  

品目 金額(千円)

ＩＣ 18,157

ユニット品 8,862

受動部品 5,471

形成品 3,031

その他 3,310

合計 38,833

品目 金額(千円)

オープンバスボード 21,326

小型データ入力端末 6,954

ネットワーク製品 6,041

操作表示器 2,489

液晶ビデオモニタ 92

音声多重伝送製品 76

ＶＭＥバスシステム 48

合計 37,028

品目 金額(千円)

図書カード 1,131

合計 1,131

相手先 金額(千円)

三菱電機クレジット株式会社 237,036

ホライズン・キャピタル・コーポレーション 110,302

東芝ファイナンス株式会社 86,528

ＳＭＢＣファイナンスサービス株式会社 83,381

日立キャピタル株式会社 68,704

その他 777,411

合計 1,363,363



ｂ 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

株式会社リコー 726,274

ＲＦマイクロデバイス社 380,476

マキシム社 352,038

旭化成マイクロシステム株式会社 281,504

株式会社ベルニクス 116,649

その他 859,194

合計 2,716,137



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載して行い、そのアドレスは次のとおりで
す。 
 http://www.internix.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 
  

  

(1)有価証券報告書 
  及びその添付書類

事業年度 
(第35期）

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月22日 
関東財務局長に提出。

(2)半期報告書 (第36期中）
自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成17年12月12日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

インターニックス株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているインターニックス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、インターニックス株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

平成17年６月21日

 取 締 役 会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  昭  英  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  青  木  良  夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

インターニックス株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているインターニックス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、インターニックス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用される

こととなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成18年６月20日

 取 締 役 会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  昭  英  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  油  谷  成  恒  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

インターニックス株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているインターニックス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第35期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、インターニックス株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

平成17年６月21日

 取 締 役 会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  昭  英  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  青  木  良  夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

インターニックス株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているインターニックス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第36期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、インターニックス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されること

となったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

平成18年６月20日

 取 締 役 会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  昭  英  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  油  谷  成  恒  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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